
 

 

   

 

  

   

   

   

 

 

 

 

○国有財産台帳等取扱要領について

平成  13 年 5 月 24 日

財 理 第  1 8 5 9 号

改正 平成19年 1月22日財理第 120号 

同 19年 4月 4日同 第1253号 

同 21年12月  3日同 第5196号

 同 22年  3月25日同 第1334号

 同 22年  3月31日同 第1414号

同 23年 3月10日同 第1069号 

同 24年 3月22日同 第1363号 

同 25年 3月26日同 第1501号 

同 26年 4月 1日同 第1694号 

同 27年 3月26日同 第1492号 

同 31年 3月12日同 第 805号 

令和元年 5月29日同 第1819号 

財務省理財局長から各省各庁国有財産総括部局長宛 

国有財産台帳等の取扱いに関する明確化を図るため、関係通達の整理、統合を行い、下 

記のとおり、取扱要領を定めたので、命により通知する。 

なお、次に掲げる通達は廃止する。 

昭和22年7月9日付蔵国有第857号「一時使用中の雑種財産に使用庁所管の経費を以て工事

を施した場合の取扱方について」 

昭和24年8月2日付蔵管第737号「建設省所管の公共事業費をもって各省各庁の営繕工事を

施行した場合の建物その他の財産の処理方について」 

昭和25年1月17日付蔵管第130号「大蔵省所管公務員宿舎費をもって各省各庁の公務員宿舎

を購入､新築等する場合の取扱について」 

昭和26年7月12日付蔵管第4415号「法第２条第１項第６号に掲げる権利の台帳整理につい

て」 

昭和29年7月20日付蔵管第2294号「公有水面埋立法による土地の取得について」 

昭和29年7月27日付蔵管第2381号「所管換､引継､引受等の場合における国有財産台帳に登

録すべき数量の端数整理について」 

昭和29年12月15日付蔵管第3758号「修繕､模様替の取扱について」 

昭和29年12月23日付蔵管第3882号「国有財産の種目及び増減事由用語について」 

昭和30年3月3日付蔵管第598号「屋根のふき替をしたときの台帳整理について」 

昭和30年8月22日付蔵管第2832号「国有地上の芝生の取扱について」 

昭和31年2月10日付蔵管第420号「浮さん橋を国有財産台帳に登載する場合の区分及び種目

について」 



 

 

 

 

   

 

   

 

   

 

   

   

   

 

 

昭和31年7月19日付蔵管第2194号「国有財産増減事由用語の疑義について」 

昭和32年7月4日付蔵管第2286号「国有財産の種目について」 

昭和33年4月1日付蔵管第998号「庁舎等管理簿及び国有財産増減整理簿の制定について」 

昭和33年4月24日付蔵管第1276号「国有財産台帳取扱要領について」 

昭和33年6月18日付蔵管第1748号「国有財産台帳付属図面調製基準について」 

昭和33年8月11日付蔵管第2262号「建物の面積算定基準について」 

昭和33年12月15日付蔵管第3381号「国有財産受渡証書について」 

昭和35年1月7日付蔵管第16号「大蔵省所管一般会計所属普通財産との間の所管換、引継、

引受等の場合における数量の端数整理について」 

昭和38年5月10日付蔵管第1097号「国有財産台帳に登録する立木竹の取扱いについて」 

昭和50年3月25日付蔵理第1045号「官庁営繕工事を施工した場合の国有財産登録資料の作

成等について」 

平成5年4月1日付蔵理第1251号「国有財産増減事由用語について」 

記 

目 次 

第１ 国有財産台帳の調製要領等 

１ 調製要領 

２ 索引

 ３ 総括

 ４ 土地

５ 立木竹 

６ 建物

７ 工作物 

８ 船舶

９ 航空機 

10 地上権等 

11 特許権等 

12 政府出資等 

第２ 増減事由用語 

１ 増減事由用語の説明等 

２ 増減事由用語の改廃時の取扱い 

３ その他 

(1) 建物等の修繕及び模様替の取扱い 

(2) 種目変更の取扱い 

(3) 公有水面埋立法により土地を取得する場合の台帳整理 

第３ 国有財産台帳付属図面の調製等 

１ 図面
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２ 案内図 


３ 土地図 


４ 配置図 


５ 建物図 


６ 修正図 


７ その他 


第４ 国有財産受渡証書 

１ 国有財産受渡証書の様式 

２ 作成要領等 

第５ 国有財産台帳登録資料 

１ 国有財産目録の作成等 

２ 台帳付属図面の取扱い 

第６ その他 

１ 共通  

(1) 官庁営繕費をもって営繕工事等を実施した場合の台帳整理 

(2)	 使用承認中の財産に使用省庁所管の経費をもって営繕工事を実施した場合等

の台帳整理 

(3) 台帳に登録すべき数量の端数の取扱い 

(4) 芝生の取扱い 


２ 立木竹 


(1) 立木竹の取扱基準 

(2) 立木竹の台帳登録の範囲 

(3) 立木及び竹の材積等の算定 

(4) 立木竹の台帳整理 

(5) 立木竹の実地調査 

(6) 	台帳登録範囲等の特例 


政府出資等 


第７ 特例処理 



 

 

 

      

 

 

第１ 国有財産台帳の調製要領等 

国有財産台帳（以下「台帳」という。）の調製については、国有財産法施行細則（昭

和 23 年大蔵省令第 92 号。以下「細則」という。）第１号様式（表紙～不動産の信託の

受益権）の調製要領又は記載要領に定めるものの外、次によるものとする。 

１ 調製要領 

（土地を基準としない口座） 

(1) 	細則第１号様式（表紙）の調製要領（以下「台帳調製要領」という。）の１のた

だし書の「土地を基準とする口座に整理し難いもの」とは、行政財産にあっては

その官署等に所属する土地又は土地の定着物がない場合における動産及び地上権

等以外の権利を、普通財産にあっては動産及び地上権等以外の権利をいう。 

(2) 土地を基準としない口座は、当該財産を管理する官署等ごとに設けるが、「官署

等」には部局等以外の実際に財産の管理を実施する出先機関等を含むものとする。

（用途） 

(3)	 土地を基準とする口座は､行政財産（森林経営用財産を除く｡）にあっては、用

途別一区域ごとに設けることとなるが、この場合の「用途」は、原則として次の

基準により区別するものとする。 

① 	公用財産については、国の事務又は事業の用と職員の住居の用とは、異な

る用途とする。国の事務又は事業の用に供するものについては、一の機関

（法令に規定されている施設等を含む。）ごとに一の用途とする。 

（注） 一の機関の内部組織上の部課等は、原則として当該機関の用途に包

摂されるものとする。また、土地における建物敷地、貯水池敷地、建

物における事務室、応接室、研究室等は使用態様であって、一の用途

とはみないことに留意する。 

② 	公共用財産及び皇室用財産にあっては、それぞれ公共又は皇室の用をもって

一の用途とする。 

(4)	 一の庁舎等が二以上の機関の用に供される場合で、それぞれの機関の用途別に

分割して口座を設けることが難しいときは、一の口座として整理することを妨げ

ない｡ 

（口座名） 

(5) 	土地を基準とする口座名は、行政財産（森林経営用財産を除く｡）にあっては、

その用途別の名称を基準とするが、ニ以上の区域の財産が同一の用途に供される

場合には、各口座名には、必要により適宜の名称とすることができる。 

また、行政財産を用途廃止した普通財産については、当該財産の用途廃止され

る前の行政財産時の口座名を「旧○○○」として使用する。 

（狭長な土地） 

(6)	 廃道敷、廃川敷等狭長な土地であって、一区域として整理し難いものについて

は、市区町村、大字、字又はこれらに準ずる地域ごとに適宜区分して、それぞれ

を一区域とみなすことができる。 

（索引番号） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

     

     

    

    

     

    

     

    

     

     

     

     

     

     

    

     

    

     

 

 

 

 

 

(7)	 口座の索引番号は、台帳調製要領の６による別冊ごとに一連の番号とし、台帳

調製要領の７による分冊ごとには番号を起こさないものとする。 

(8)	 新たに設定した口座の索引番号は、次の例のように付番するものとする。この

場合、直前の口座の全葉が除外されていても、その口座の索引番号はあるものと

みなして付番する。 

順序 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ 

02  

01  

0  

索 0-02 

0-01 

0-0  

0-0-1 

引 0-1  

0-1-1 

0-2  

1  

番 1-02 

1-01 

1-0  

1-0-1  

号 1-1 

1-1-1  

1-2 

2

（除外） 

(9) 	台帳調製要領の 10 の規定に基づき除外した台帳の各葉は、同要領による別冊ご

とに細別して（適宜仕切紙等を用いる｡）、索引番号の順にバインダー式に編てつ

する。 

２ 索 引 

（記入の順序） 

(1) 索引は、索引番号の順に記入し、新たに設定した口座は、末尾に設定の順に記

入する。 

（記載例） 

(2) 索引の記載例は、次のとおりである。 



  

 

 

 

  

 

 

   

         

 

         

  

      

 

 

 

 

   

          

 
 

 

  

 

    

口 座 名 
索引 

番号 
ﾍﾟ  -ｼﾞ 備  考

 ○○合同庁舎 

第一車庫 

1 1

 旧中央合同庁 

舎△△号館 

2 9 

10.10.1 9、 10 ﾍﾟ-ｼﾞ削除 ○印 

○○支署 

3  11  11.4.5 12-1 ﾍﾟ -ｼﾞから 12-4 ﾍﾟ-ｼﾞ 

まで挿入 ○印 

××出張所 

4  13 11.8.22 17 ﾍﾟ-ｼﾞから 20 ﾍﾟ-ｼﾞまで 

除外 ○印 

○○合同庁舎 

第二車庫 

1-1 8-1 11.6.15 8-1 ﾍﾟ-ｼﾞから 8-6 ﾍﾟ-ｼﾞま

で挿入 ○印 

３ 総 括 

（所在） 

(1) 	所在欄には、土地を基準とする口座にあっては土地の所在を、 土地を基準とし

ない口座にあっては当該財産を管理する官署等の所在を記入する（以下、各葉の

所在欄の記入について同じ。）。 

（備考） 

(2)	 備考欄には、同一種目の財産の各葉の枚数が多い場合に、増減のあった各葉の

ページ数を記入する。 

(3) 記載例 

異 動 区 種 増  額 減  額 現  在  額
備考 

年月日 分 目 数量 価格 数量 価格 数量 価格 

平 方 メ 円 円 平 方 メ 円 
平 土 敷 

ートル ートル 
12.4.1 地 地 

12,000 120,000,000 12,000 120,000,000 



  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

   

 

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

  

 

 

        

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 
  

平 方 メ 平 方 メ

事 ートル ートル 

建 務

物 所

建 

建  200 30,000,000 建  200 30,000,000
延べ 300 延べ30 0 

13.3.22

工

作

物 

照

明

装

置 

１個 1,000,000 １個 1,000,000

平 方 メ 平 方 メ
平成 土 敷 

ートル ートル 
12 年度 地 地 

12,000 120,000,000 12,000 120,000,000 

平 方 メ 平 方 メ

事 ートル ートル 

建 務

物 所 建 200 30,000,000 建 200 30,000,000
建 延べ300 延べ300 

工

作

物 

照

明

装

置 

１個 1,000,000 １個 1,000,000

計 151,000,000 

12.5.10

立

木

竹 

樹

木 
５本 25,000 ５本 25,000 

平 方 メ 平 方 メ

事 ートル ートル 

建 務

12.9.29 物 所

建 

建 50 5,000,000 建 250 35,000,000 5 ペ

ージ 
延べ 50 延べ350 



 

  

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

  

 
  

 

 

 

 

 

  

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

   

 

     

 

        
 
 

 

 

 

 

 

工
囲

12.12.1 作 メートル メートル
障 

物 200 1,200,000 200 1,200,000 

平方メ 平 方 メ
土 敷 3 ペ

14.3.10 ートル ートル 
地 地 

10,000 100,000,000 2,000 20,000,000
ージ 

平方メ 平 方 メ
平成 土 敷 

ートル ートル 
13 年度 地 地 

10,000 100,000,000 2,000 20,000,000 

立

木

竹 

樹

木 
５本 25,000 ５本 25,000

平 方 メ 平 方 メ

事 ートル ートル 

建 務

物 所

建 

建  50 5,000,000 建 250 35,000,000
延べ 50 延べ350 

工

作

物 

囲

障 

メートル

200 1,200,000

メートル

200 1,200,000

〃 

照

明

装

置 

１個 1,000,000

計 57,225,000

４ 土 地 

（用途） 

(1) 用途欄に記入する「用途」とは、台帳調製要領の２に規定する用途ではなく、

建物敷地、運動場敷地等の使用区分をいう。 

(2) 森林経営用財産の付属地については、林道、苗圃、貯木場等の別及び件数を用

途欄に記入する。 

（地番別明細） 

(3) 地番ごとの実測数量が不明の場合には、地番別明細欄に記入する数量は、不動



 

  

 

 

産登記簿に記載されている数量によることができる。この場合には、その数量に

（ ）を付する。 

（沿革） 

(4) 沿革欄の記載例は、次のとおりである。 

例 平成 10 年７月５日何省何部局において何某所有宅地 1,000 平方メートル、 

12,000,000 円で購入。 

     平成  12 年  10 月１日同省同部局より所管換。 

（測量） 

(5) 	測量欄の記載例は、次のとおりである。 

例 平成  12 年５月  10 日何某に委託して、平面測量（トランシットによる｡）を実

施、10 平方メートル増。 

（境界） 

(6) 	境界欄の記載例は、次のとおりである。 

例 平成  12 年４月５日境界の確定につき隣接地所有者何某及び何某と協議、同月

10 日協議整い、確定する。 

（用益物権等） 

(7) 	用益物権等欄の記載例は、次のとおりである。 

例 １ 借地権  1,000 平方メートル、権利者何某、建物（木造平屋建、建 200 平

方メートル）所有のため。 

２ 共有林野 60,000 平方メートル、何地区自家用薪炭の原木採取のため。 

（異動年月日） 

(8)	 異動年月日欄は、次により記入する（以下、各葉の異動年月日欄の記入につい

て同じ。）。 

① 	購入、新築、租税物納、売払、交換、譲与等所有権の取得又は喪失に係る異

動については、その所有権の得喪の日（したがって、購入、売払等で代金の支

払又は納付があったときを所有権の移転があったものとする場合には、代金の

支払又は納付の日となる。）。 

② 	移築、改築、移設、改設、復旧、移転、修繕、模様替その他これらに準ずる

異動については、工事完了による引渡の日 

③	  所管換、所属替、引継、引受等国の機関の間の異動については、国有財産受

渡証書に記載された受渡の日 

④	  新規登載、実測、実査、報告洩、誤謬訂正、整理替等台帳整理上の異動につ

いては、その事案の決議書が決裁された日。ただし、法令改正による整理替は、

その法令が施行された日 

（価格） 

(9) 	価格欄の記入については、国有財産法施行令（昭和 23 年政令第 246 号。以下

「令」という。）第 21 条の規定のほか、次によるものとする。 

なお、消費税及び地方消費税に相当する額がある場合には、それを含めた価格

とする（以下、各葉の価格欄の記入について同じ。)。 

① 購入に係るものは、令第21条の規定により購入価格（民間資金等の活用によ



   

 

 

 

 

 

 

る公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）第２条第

２項に規定する「特定事業（以下「PFI 事業」という。）」の用に供するために

取得した場合の購入価格（建設工事費相当分）を含む。）によるものであるが、

この購入価格には購入に関する附帯費用、例えば、調査費、物件移転費、営業

上の損失等に対する補償等は含まない。また、PFI 事業による場合の会社設立

費、設計費及び工事監理費等についても間接費であり、購入価格に含まない。 

② 	所管換、所属替及び引受による増については、相手方の台帳価格による｡ただ

し、有償の場合には、当該有償価格による。 

③ 	交換、売払、所管換、所属替、引継等による減については、台帳に記載され

ている価格による。 

④ 土地改良事業又は土地区画整理事業によって受けた換地については、換地告

示の日における時価による。 

（備考） 

(10) 台帳に登録後、隣接地の購入、所管換等により増となった場合には、備考欄に

地番及び相手方の氏名又は部局名等を記入する。 

（分筆及び合筆） 

(11) 土地を分筆又は合筆した場合には、地番別明細欄において分筆又は合筆前の当

該欄を赤線で抹消し、分筆又は合筆後の地番及び数量並びに分筆又は合筆の年月

日を余白に記入する。 

（共有持分） 

(12) 土地の共有持分を新たに台帳に登録する場合には、共有する土地の数量、取得

価格及び共有者の氏名又は名称並びに持分の割合を沿革欄に記入する。増減及び

現在額を記入する場合には、数量欄は記入せず、価格欄は国の持分の価格を記入

する。土地以外の不動産、動産及び権利についても同様とする｡ 

５ 立木竹 

（用途） 

(1) 分収造林及び官行造林等については、用途欄に「分収造林何平方メートル」若

しくは「○○○官行造林何平方メートル」のように記入する。 

（借地） 

(2) 借地欄には、賃借人（所有者又は転貸人）の氏名又は名称を記入する（以下、

各葉の借地欄の記入について同じ。）。 

（その他） 

(3) 立木竹の台帳登録は第６の２により行う。 

６ 建 物 

（建物の判断の基準） 

(1) 	建物については、社会通念に従い判断する必要があるが、一般的には、屋根及

び周壁又はこれらに類するものを有し（外気分断性があるもの）、土地に定着し

た建造物であって、その目的とする用途に供し得る状態にあるものをいう。



 

 

 

 

 

        

      

     

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

（構造） 

(2)	 構造材料欄には、建物の軸組の構成材料（例えば、「鉄骨鉄筋コンクリート造」、 

「鉄骨造」、「れんが造」、「木造」等）を記入するが、必要により、このほか建物

の基礎材料（例えば「基礎コンクリート打」等）、外壁の塗装（例えば「モルタル

塗」等）等を記入する。 

(3)	 増築、改築等により構造上の変動を来した場合には、構造欄において従前の記

載事項を赤線で抹消して変動後の構造を記入するほか、備考欄にその旨を、例え

ば「３階及び４階を増築」のように記入する。工作物、機械器具、船舶及び航空

機についても、同様とする。 

（数量） 

(4)	 建物の数量は、建面積及び延べ面積とする。建面積については、建築基準法施

行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 2 条第 1 項第 3 号に規定する「床面積」、延べ

面積については、同令第 2 条第 1 項第 4 号に規定する「延べ面積」とし、別添１

「建物の面積算出基準」に記したところにより算出するものとする。 

（注）建物のひさし、出窓、その他外壁から突出している部分については、建面積

又は延べ面積には含まないものとする。 

（建築費又は製造費） 

(5) 	令第 21 条第２号に規定する「建築費又は製造費」とは、建築又は製造に直接要

した費用とし、建物その他の障害物の取りこわし費その他の間接費（注１）は含

まないものとする（工事費の構成は（注２）のとおり）。敷地整地費は、土地の価

格に加算する。工作物及び船舶その他の動産についても、同様とする（次の(6)に

ついて同じ。）。 

建物の建築等に直接要した費用とその他の間接費の判断に当たっては、建築工

事等の費用項目に拠らず、その工事目的に応じ区分することに留意する。 

例えば、建設工事等における建物解体、地下埋設物撤去及び土壌汚染除去工事

等、建物建築工事の着手前に必要に応じて実施するものについては、建物建設に

直接要した費用には該当しないことから、間接費に区分し台帳価格には含めない

ものとする。 

（注１）「その他の間接費」の主な事例は、敷地調査費、伐採費、清掃費等。 

（注２）工事費の構成は次のとおり。 

(6) 請負工事において無償で交付した材料を使用する場合又は直営工事において既

存の材料を使用する場合には、それらの材料の評価額を建築費又は製造費に加算



 

 

 

 

      

       

  

   

   

   

  

   

   

 

する。 

（仮設物） 

(7) 仮設物とは、一定期間後に撤去されることを前提として臨時的に設置されるも

のをいい、国有財産である建物として取り扱わない。ただし、その後の事情変更

により、仮設物を恒常的に使用することとなった場合は、当該事情変更が生じた

時点をもって、国有財産に編入するものとする。 

７ 工作物 

（建物に付属する工作物） 

(1) 建物番号を記入すべき「建物に付属する工作物」とは、建物に付属して設けら

れた照明装置、冷暖房装置、ガス装置、浄化装置、通風装置、消火装置、通信装

置、昇降機等の工作物をいう。 

(2) ２以上の建物に付属する工作物については、これらの建物番号を列記する。

（浮さん橋） 

(3) 浮さん橋を台帳に登録する場合の区分及び種目は、次のとおりとする。

区分 工作物 

種目 橋梁 


（注） 雑船を何ら構造を変えることなく、そのままの状態で便宜的にさん橋の目的 

をもって使用しているものは、浮さん橋として取り扱わない。 

（仮設物） 

(4) 仮設物とは、第１の６の(7)に準ずるものをいう。

イ なお、一般的に、普通財産は将来的に売払等の処分を前提とした財産であると

いう特殊性を考慮し、以下に該当する普通財産については、処分までの間におけ

る暫定的に設置した仮設物として取り扱うものとする。 

① 侵入防止、不法投棄防止のため暫定的に設置したネットフェンス、バリカー

その他これらに類する工作物 

② 落下防止、崩落防止のための設置したネット、モルタル吹付けその他これら

に類する工作物。ただし、モルタル吹付けについては、吹付厚が８cm 未満の 

ものに限る。 

③ 測量工事に伴って設置した諸標及びこれに類する工作物

ロ 上記イにより難い特別の事情のあるものについては、理財局長と協議のうえ処

理することができるものとする。 

(5) 工作物（土留、擁壁等を含む）の台帳登録については、「建築費又は製造費」の

取扱いと同様とする。 

具体的な取扱いは以下のとおり。 

イ 台帳価格に含める場合

① 工作物の設置に伴って排出される土砂等の撤去及び運搬に係る費用

（注） 排出される土砂等とは、擁壁工事を行う際に切土したものや、排水溝 

設置のために排出した土砂等をいう（土砂と併せて撤去される樹木、立 

木などで明確に経費が分けられない場合を含む）。 



 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

     

 

      

② 工作物の設置と一連の作業である隣地の養生に係る費用 

③ 	工作物を設置する際に道路の交通整理等を行う場合で、工事を行うために 

必要不可欠な交通整理に係る費用 

④ 工作物の設置に伴って必要となる駐車場及び敷地の借受けに係る費用 

ロ 台帳価格に含めない場合 

① 既設工作物等の解体撤去及び運搬並びに処分を行った費用 

② 既に崩落している土砂等の撤去及び運搬を行った費用 

③ 工事実施の際の草刈費用、樹木等の伐採及び運搬を行った費用 

④ 地下に埋設されていたコンクリートの解体撤去等を行った費用 

８ 船 舶 

（船体材料） 

(1) 船体材料欄には、木、鋼、軽合金等の別を記入する。 

（速力） 

(2) 速力欄には、航海速力及び定格出力（連続昀大出力）による速力を記入する。 

（主要設備及び属具） 

(3)	 主要設備及び属具欄には、電気設備、救命設備、消防設備、航海用具その他の

属具等の主なものの名称（必要により、種類、型式等を適宜併記する。）及び個数

を記入する。 

９ 航空機 

（発動機） 

(1) 発動機型式欄には、冷却方式（空冷、液冷等）及び推進方式（ピストン式、ジ

ェット式等）等を、出力欄には、発動機の定格出力を記入する。 

（乗員数） 

(2) 乗員数欄には、航空機の安全な運航上必要な乗組員の昀少人数を記入する。 

10 地上権等 

（存続期間の延長） 

(1) 権利の存続期間を延長した場合には、別葉に記載することなく、存続期間欄に

延長後の終期を記入する。 

（土地の所有者） 

(2)	 土地の所有者欄には、地上権等の目的となる土地の所有者の氏名又は名称を記

入する。 

なお、鉱業権の鉱区に租鉱権が設定されている場合には、土地の所有者欄に租

鉱権者の氏名又は名称を「租鉱権者何某」のように記入する。 

11 特許権等 

(1) 特許権等の台帳登録価格 

特許権等の台帳登録価格は、令第 21 条の規定により、購入価格等の取得価格又



      

     

     

 

 

  

 

  

   

  

は見積価格によるものとされているが、このうち見積価格による場合で、同価格

の算定が困難なときには一旦価格零円として登録する。 

なお、その後、民間等への使用許諾等を行ったこと等により見積価格の算定が

可能となったときには、年度末において価格改定として整理するものとする。 

(2) 著作権に係る台帳の調製 

国有の著作権に係る台帳の調製に当たっては、種類、縮尺、規格が同一の地図

及び海図又は定期刊行物等の一連の著作物で、 同一の題号を有するものについて

は、一括して記載することは妨げないこととなっている（細則第 1 号様式（特許

権等）の記載要領の１)が、これを適用するのは、件数が多く、今後も継続して多

数発生するもので、台帳の調製方法を簡素化しても、当該財産の管理に支障がな

く、また１件別に台帳を調製する実益も乏しい場合に限られることに留意する。 

なお、この場合には、事前に著作権の種類、内容及びその取扱いを理財局長あ

て通知されたい。 

12 政府出資等 

（銘柄） 

(1) 銘柄欄には、有価証券を発行する法人の名称及びその回数、記号等を記入する

（例えば、「何々株式会社第何回社債」、「何県平成何年度第何回交付公債」等）。 

（内容） 

(2) 優先株、劣後株、無議決権株、無額面株、無記名株、転換社債等にあっては、

その旨を内容欄に記入する。 

（勘定） 

(3) 勘定名欄には、法律の規定により勘定が設けられている法人について、その勘

定名を記入する。なお、この場合には、勘定ごとに別口座としないよう留意する。 

（株式分割等） 

(4) 株式分割等があった場合は、次による。 

① 	会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 183 条の規定による株式分割又は会社法

第 185 条の規定による株式無償割当てが行われた場合は、数量（増）のみの整

理を行う。 

② 会社法第 180 条の規定による株式併合が行われた場合は、数量（減）のみの

整理を行う。 

（その他） 

(5) 	政府出資等のうち次のもの（以下「政府出資」という。）の台帳登録は第６の３

により行う。 

①	 別添２に掲げる特殊会社等、国際機関、清算法人及び会社（外国会社を含

む。）の株式又は出資による権利（物納により取得したもの、民法（明治 29 年

法律第 89 号）の規定により国庫に帰属したもの及び刑法（明治 40 年法律第 45

号）の規定により没収したものを除く。） 

② 	特別の法律により設立された法人に対して、法令の規定により政府が財産を

出資したこと又は政府が出資したものとされたことにより取得した出資による



 

   

    

    

     

     

    

 

 

      

         

    

        

   

          

権利（①に掲げるものを除く。）及び出資証券 

第２ 増減事由用語 

細則第８条及び別表第２（国有財産増減事由用語表）に関し、増減事由用語の取扱い

は、同表に定めるほか、次によるものとする。 

１ 増減事由用語の説明等 

増減事由用語の説明等については、別添３（増減事由用語の説明等）のとおりとす

る。 

２ 増減事由用語の改廃時の取扱い 

誤謬訂正又は報告洩として台帳に登録し、かつ、国有財産増減及び現在額報告書

（以下「報告書」という。)に計上する場合、細則の改正により、増減事由用語の改

廃があったときにその根拠として冠記する増減事由用語の取扱いは、次のとおりとす

る。 

(1) 	誤謬訂正 

イ  台帳に登録されているものの誤謬を訂正する場合で、当該増減事由用語が改

廃された用語であるときは、新増減事由用語を冠記して整理する。 

ロ	  台帳から報告書に転記する際の誤記、誤算に基づく誤謬訂正は、当該台帳記

載事項により既報告の訂正を行うものであることから、台帳に記入されている

増減事由用語をもって報告する。 

(2) 報告洩 

イ  改廃以前において発生した報告洩事案を、改廃以降において新たに台帳に登

録し、かつ、報告書に計上しようとする場合で、その冠記する増減事由用語が

改廃された用語であるときは、新増減事由用語を冠記して登録し、報告する。 

ロ	  台帳に登録されているが、報告書に計上洩れであった場合は、既に台帳に記

入されている増減事由用語をもって報告する。 

３ その他 

(1) 	建物等の修繕及び模様替の取扱い 

イ 建物の修繕 

(ｲ) 修繕の定義 

Ａ 減耗

建物は、経過年数に従い腐しよく老朽化し、また使用に従い磨耗し損傷

し、更に災害により損傷する。これらの諸現象を総称して減耗という。 

Ｂ 減耗の原因 

建物の減耗を来す原因には自然的なものと人為的なものとがあり、また

継続的なものと偶発的なものとがある。 

Ｃ 修繕

修繕とは、建物の構成要素が上記の原因によって減を来したため、この

減耗を回復して建物の原形に近付かせるために行う工事である（以下「純

然たる修繕」という。）。 



       

    

      

        

  

 

        

        

         

        

          

     

          

 (ﾛ) 修繕に伴う改良、模様替 

修繕に伴って、純然たる修繕の外に改良、模様替が行われる場合がある。 

(ﾊ) 修繕による台帳の整理 

建物の減耗を回復して原形に近付けるための工事である「純然たる修繕」

は、減価償却の如何にかかわらず修繕による価格の増は行わない。しかし、

次に掲げる修繕の場合には、修繕として価格の増を行うこととなる。 

Ａ 修繕に伴って改良を加えた場合 

修繕に伴って改良（著しく財産の能率若しくは能力を高め又は耐用年数

を増加させる工事）が行われた場合には、「純然たる修繕」の範囲に属する

ものを除き、改良によって増加した価格を「修繕」として整理する。 

       なお、「著しく財産の能率若しくは能力を高め又は耐用年数を増加させる

工事」とは、例えば次のものをいう。 

① 壁の修繕に伴ってモルタルに改良したとき（財産価値の増加） 

②	  トタン葺の屋根を修繕に伴って瓦葺に改良したとき（財産価値の増

加） 

（注） 異なる種類のもので屋根のふき替をしたときであっても、「改築」 

ではなく、「修繕」として取り扱うことに留意する。 

③ 	修繕に伴って杭基礎をコンクリートに改良したとき（財産価値及び耐

用年数の増加） 

（注） この場合の台帳整理は、修繕された部分の復成価格と修繕及び改 

良によって構成された部分の復成価格の差額を「修繕」による増と 

して台帳へ登録する。 

Ｂ 減耗した建物を取得して、これに修繕を加えた場合 

減耗した建物を取得してこれに修繕を加えた結果、取得当時の財産価値

より修繕によって財産価値が増加した場合には、その増加した価値を「修

繕」による増として整理する。 

ロ 建物の模様替 

(ｲ) 模様替の定義 

模様替とは、建物の構造部である壁、柱、床、はり、屋根、階段、間仕切、

門柱、附け柱、掲げ床及びその他の構造部につき変更（型及び修繕に関係の

ない質の変更をいう｡）を行うために行う工事である。したがって、模様替

によって数量及び価格に増減を来す場合と来さない場合とがある｡ 

(ﾛ) 模様替による台帳の整理 

Ａ 模様替によって数量、価格が一方的に増減する場合 

模様替によって、数量及び価格又は価格のみが一方的に増加し又は減少

する場合、例えば、建物の内部に 2階、3階を設置したとき又は 2 階、3階

を取り除いたときには、数量及び価格が一方的に増又は減となるので、こ

のような場合には、模様替による数量、価格の増又は減の整理をする。 

Ｂ 模様替によって価格に増減がある場合 

数量に増減がなく、模様替の前後における財産価値が模様替によって変



      

     

     

     

                  

       

    

                          

     

 

 

動があった場合には、取りこわし部分の価格を減とし、模様替によって構

成された部分の価格を増とする。 

ハ 建物以外のものの修繕、模様替 

建物以外のものの修繕、模様替については、建物に準じて取り扱うものとす

る。 

(2) 	種目変更の取扱い 

種目変更とは、主として細則別表第１（国有財産区分種目表）に定められた種

目を変更するときに用いる用語であるが、財産区分を変更した場合も含まれるも

のであり、次の事例のいずれも種目変更として整理し、「誤謬訂正」として整理

しないことに留意する。 

① 	土地、建物の価格中に合算登録されていた工作物を分離登録するような異な

る財産区分の変更を伴う場合 

② 	倉庫建として登録されているものを雑屋建に訂正登録するような純然たる同

一財産区分内で種目の変更をする場合 

③ 	工作物「水道」の価格中に合算登録されていた「下水」を分離登録するよう

な同一財産区分内で種目を変更する場合 

（注）１ 「誤謬訂正」は、原則として、明白な誤記、誤算等の整理の誤りで 

他に適当な事由用語がない場合に限り適用するものである。 

２  区分間、立木竹間、船舶間における種目変更は、相互に数量単位が

異なるため、数量は一致しない。 

(3) 	公有水面埋立法による土地の取得の場合の台帳整理 

公有水面埋立法による土地の取得については、次に掲げるそれぞれの場合に応

じ、それぞれ記すところの増減事由用語により台帳整理をするものとする。 

イ 国が都道府県知事の承認を得て埋立する場合（公有水面埋立法第 42 条） 

「埋立」 

ロ 国以外の者が公有水面埋立法により埋立又は干拓を行う場合に、公用又は公

共の用に供する埋立地又は干拓地を、免許条件において指定し、国に帰属させ

る場合 

(ｲ) 	公用に供する場合 「埋立」 

(ﾛ) 公共の用に供する場合 	国有財産法（昭和 23 年法律第 73 号。以下「法」 

という。）第 38 条の規定により公園、広場に供す 

るものにあっては、「埋立」。その他のものにあっ 

ては台帳の調製は不要｡ 

ハ 	失効埋立地（埋立免許の効力を失った者が埋立した土地）又は無願埋立地

（正規の手続きによらず公有水面を埋立てた土地）を国に帰属させる場合 

「公共物より編入」 

（注）  台帳価格は、令第 21 条第１号の規定により類地の時価を考慮して算定

する。 



   

 

    

    

      

 

     

      

      

      

      

    

 

 

 

第３ 国有財産台帳付属図面の調製等 

細則第３条の規定による国有財産台帳付属図面については、次に記すところを基準と

して調製するものとする。 

１ 図面 

(1) 	台帳に付属する図面（以下「図面」という。）の調製は、別に定めるものを除く

ほか、この第３に記すところを基準として行う。 

(2)	 図面については、一の口座ごとに、次に掲げる区分によりそれぞれに記す図面

を調製する。ただし、このほか必要と認める図面を調製することができる。 

① 土地及び地上権等については、案内図及び土地図 

②	  建物については、配置図及び建物図（その口座に属する土地又は地上権等が

ない場合は、案内図を含む。） 

(3) 図面は、案内図を除き、実測により調製するものとする。 

ただし、国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）第２条第５項の規定による地籍

図、土地改良事業（換地処分）又は土地区画整理事業の施行地域における確定図、

建物の設計図等既存の資料で、実測に代えることのできるものがある場合は、こ

れを利用することができる。 

(4)	 図面の各葉には、その右方下部に、次に掲げる事項を、別添４の１（図面上の

記載様式）に図面の名称（案内図、配置図等をいう。）ごとに記した様式により、

記載する。ただし、方位は、適宜の位置に表示する。 

①	 口座名及び索引番号並びに図面番号（一口座を通じた一連番号とする。）及び

図面の名称 

② 所在 

③ 縮尺及び方位 

④ 調製年月日並びに調製者の官職又は資格及び氏名 

⑤ その他３の(2)、(3)、(7)、(8)、５の(2)及び(3)に記す事項 

(5) 図面は、永久保存に適する用紙により調製するものとする。 

(6) 	図面は、上記(3)のとおり国有財産の取得等の都度調製されるものであるが、購

入、新築等の際調製された図面で、３の(9)及び５の(4)の縮尺に準ずるもの等が

あるときは、これをもって代えることができる。 

この場合３の(4)、(5)、(6)、５の(2)及び(3)に掲げる事項で欠けるものがある

ときは、これを補記しておくものとする。 

(7)	 図面に記入する文字はかい書を、数字はアラビア数字を用い、左横書とする。

ただし、図形によって左横書が困難である場合は、適宜の方法によって記入する

ことができる｡ 

(8)	 図面は、一の口座ごとに紙袋（日本産業規格Ｂ４程度のもの）に収め、袋表面

に口座名及び索引番号並びに図面番号及び図面の名称を別添４の２（袋表面の記

載様式）の様式により表示して、索引番号の順にバインダーに袋の左短辺を綴り

込むものとする。 

(9)	 図面に記入する記号は、案内図、土地図及び配置図にあっては、地籍図の様式

を定める命令（昭和 61 年総理府令第 54 号）に定める記号を、建物図にあっては、



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

日本産業規格による建物の製図に使用する記号を準用する。ただし、これらによ

り難いときは、用例を図上に表示して、適宜記号を設けることができる。 

２ 	案内図 

(1)	 案内図は、一の口座ごとに一葉に調製するものとする。ただし、土地図又は配

置図の余白に記入し、若しくは既刊の地図をもつて、案内図に代えることができ

る。 

(2)	 案内図には、口座の位置を適宜着色して表示するとともに、その口座が所在す

る土地の近傍の状況を略記し、昀寄りの交通機関からの経路及び口座の位置を明

示するに必要な建築物、道路、橋梁、鉄道その他の主な目標を記入する。 

(3) 案内図の縮尺は、適宜とする。 

３ 	土地図 

(1)	 土地図は一の口座ごとに一葉に調製するものとする。ただし、これにより難い

ときは、次の接合図の表示等により隣図との関係を明らかにして別葉とすること

ができる。 

２ １ 

図面番号１の図面と図面番号２の図面が接合する

場合の図面番号１における表示例 

(2)	 土地図には、区分及び種目並びに土地の境界線（地上権等にあっては、地上権

等が設定されている土地の境界線をいう。以下同じ）、測点の内角又は対角線の長

さを記入する。 

(3) 	土地又は地上権等について２以上の種目がある場合は、種目別にその区画を明 

示する。 

(4)	 土地図には、境界線の位置及び種類（標石、標杭等の別）を明示し、その付近

に固定物（動かない地物、例えば消火せん、井戸、石碑、石塔等）がある場合は、

その一定点（例えば中心点等)と境界標との方位角及び距離を記入する。 

(5)	 工作物のうち門、囲障、下水、土留等又は立木竹が、境界上又はその至近の距

離にある場合は、境界線に沿って記入する。 

(6) 	測量法（昭和 24 年法律第 188 号）第４条の規定による基本測量の成果である３

角点又は国土調査法第 19 条の規定により認証された基準点であつて、その土地の

区域内又は周辺にあるものは、努めてこれを図上に示し、重要な測点との方位角

及び距離を記入するものとする。 

(7)	 地図には、測量の年月日、方法（放射法、多角測量法 、割込法等の別）、使用

の機器、誤差の限度及び実施者を記入する。 

(8)	 土地図には、面積測定の方法（現地座標法、図上座標法、光学的図上法等の

別）を記入する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(9)	 地図の縮尺は、500 分の１とする。ただし、これにより難いときは、変更する

ことができる。 

４ 配置図 

(1) 配置図は、一の口座ごとに３の(1)に準じて調製するものとする。 

(2) 配置図には、土地の境界線並びに建物の位置、形状及び建物番号を記入する。 

(3) 配置図の縮尺は、土地図に準ずる。 

５ 建物図 

(1)	 建物図は、各階別の平面図とし、１棟ごとに１葉に調製するものとする。ただ

し、建物の形状等により、これにより難いときは、適宜別葉とすることができる。 

(2) 建物図には、次に掲げる事項を記入する。 

① 建物番号、名称、構造並びに建面積及び延べ面積 

② 各階別の表示並びに各階の床面積及びその計算に必要な各辺の長さ 

③ 窓、出入口、床の段違い、防火壁及び防火戸の位置、形状等 

(3)	 １棟の建物で、主な部分の構成種別を異にする場合は、構成種別（鉄筋鉄骨コ

ンクリート造、石造、木造等）別にその区画を明示する。 

(4) 	建物図の縮尺は、500 分の１とする。ただし、これにより難いときは、変更す

ることができる。 

６ 修正図 

(1)	 図面に記載した事項の一部について異動があった場合は、その都度修正図を調

製するものとする。ただし、元図を修正することにより修正図とすることができ

るものは、この限りでない。 

(2)	 新たに修正図を調製したときは、図面の名称は元図面の名称に「修正」と冠記

したもの（例えば、修正配置図、修正建物図等）とし、図面番号は、元図面の番

号に修正の順に枝番号を付したものとする。 

(3) 	上記(2)の修正図は、増となった部分については、黒色の実線で、減となった部

分については、朱色の実線で、それぞれ１の(2)から５の(4)までに記したところ

に準じて調製する。ただし、修正配置図にあっては、土地の境界線及び異動があ

った建物以外のものは、省略することができる。 

７ その他 

(1)	 図面に記載した事項の全部が減となつた場合は、当該図面を除外して別に編て

つするものとする。 

(2)	 図面には、必要によりその口座に属する立木竹又は工作物を表示することがで

きる。 

(3) 	昭和 33 年６月 18 日以前に調製された図面については、当分の間、この第３に

よる基準に即した図面として、使用することができる。 



 

 

 

      

      

    

    

 

 

 

       

    

 

     

 

 

第４ 国有財産受渡証書 

１ 国有財産受渡証書の様式 

国有財産受渡証書（以下「受渡証書」という。）の様式は、別添５のとおりとする。

２ 作成要領等 

(1)	 受渡証書は、引受、引継等の国有財産の異動を証するため財産を引き渡す部局

長が２部作成し、受渡両部局長が押印してそれぞれ１通を保有する。部局長以外

の者で引受、引継等の処分権限を有するときは、その者が部局長に準じてこれを

作成することを妨げない。 

(2) 	受渡証書の種類は、次のとおりとする。 


引継引受財産受渡証書（公共物の異動の場合を含む。以下同じ。） 


引継引受取消財産受渡証書 


所管換財産受渡証書 


所属替財産受渡証書 


(3)	 受渡証書は、これをもって引受の受領書（令第３条第３項）に充てることがで

きる。 

(4)	 受渡証書は、財産の受渡部局間におけるこの証書送付のための文書（いわゆる

送状）とは必ず別個に作成する。 

(5) 	台帳異動は、受渡証書の記載内容に基づき整理するものとする。 

第５ 国有財産台帳登録資料 

官庁営繕工事を施工した場合の台帳登録資料である国有財産目録の作成等及び台帳

付属図面については、次のとおり取り扱うものとする。 

１ 国有財産目録の作成等 

官庁営繕工事を施工した部局等（以下「営繕部局」という。）が当該工事に係る財

産に関する事務を分掌する各省各庁の部局等（以下「所管部局」という。）に送付す

る国有財産目録の記入方法等については、細則別表第１に規定する区分及び種目の統

一的運用を図るため、別添６「国有財産目録記入方法等」により作成する。 

２ 台帳付属図面の取扱い 

営繕部局が所管部局に送付する台帳付属図面は、当該図面の鮮明度、耐久性、強靭

性及び使用頻度を勘案し、陽画焼付けしたもの、又は、 複成可能な図面とすること

ができる。 

第６ その他 

１ 共通  

(1) 	官庁営繕費をもって営繕工事等を施工した場合の台帳整理 

イ 	国土交通省所管の官庁営繕費をもって各省各庁の営繕工事を施工した場合の

建物その他の財産については、所管換又は所属替等の手続を要せず、竣工の日

をもって、直接各省各庁所管の新築又は新設等の財産として台帳を整理する。 



      

 

    

 

    

     

 

 

      

なお、この場合、備考に国土交通省営繕工事であること及び引渡しを受けた

年月日その他必要事項を記入する。 

ロ 財務省所管公務員宿舎施設費をもって各省各庁の公務員宿舎の購入、新築等

をする場合の台帳の整理については、公務員宿舎を所管することと決定された

各省各庁において当該支出負担行為を担当した部局から台帳登録資料の送付を

受け台帳に登録する。 

なお、この場合、備考に財務省所管の公務員宿舎施設費をもって取得したこ

と及びその他必要事項を記入する。 

ハ 国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法（昭和 32 年法律第 115 号）第５

条に基づく特定国有財産整備計画の実施により、一般会計予算をもって取得し

た建物その他の財産については、直接各省各庁所管の新築又は新設等の財産と

して台帳を整理する。 

なお、この場合、備考に特定国有財産整備計画の実施に伴う取得であること

及び引渡しを受けた年月日その他必要事項を記入する。 

(2)	 使用承認中の財産に使用省庁所管の経費をもって営繕工事を実施した場合等の

台帳整理 

財産の所管省庁（以下「所管省庁」という。）の使用承認を受けて使用中の建物

に、使用承認を受けた省庁（以下「使用省庁 」という。）が、所管省庁の承認を

得て使用省庁の所管経費をもって営繕工事を実施した場合には、当該営繕工事の

内容を所管省庁の部局に通知し、当該部局においてその増加額を台帳に登録する。

なお、当該営繕工事が、新築又は新設で独立したものである場合には、その増

加財産を使用省庁の所管として台帳登録した上で、なるべく速やかに所管省庁に

所管換するか、又は使用承認中の財産の所管換を受けるかの処理を行う。 

(3) 台帳に登録すべき数量の端数の取扱い 

イ  台帳に登録すべき数量単位については、細則第６条の規定によることとされ、

細則別表第１の定めるところにより、また、全額単位未満のもの又は特に単位

未満の端数（注）を存する必要があるもの（平成 21 年 12 月３日付財理第 5195

号「国有財産総合情報管理システム（台帳記録・決算機能）の実施について」

通達の対象となる国有財産。以下、この項において同じ。）を除き、その端数は

切り捨てることとなっている。 

なお、切り捨てた端数は、備考欄で整理するものとする。 


（注）各区分ごとの端数は、次のとおり取り扱うこととする。 


・ 土地、建物、地上権等、立木竹（竹） 単位未満２位 

・ 立木竹（立木）、船舶 単位未満３位 

ロ  所管換、引継、引受等（以下「所管換等」という。）をする部局等においては、

国有財産受渡証書に端数切捨て整理の有無を記載することとする。 

なお、端数切捨ての整理をしている場合は、その端数を備考欄に付記するこ

と。 

ハ	  端数切捨ての整理をしていない財産の所管換等を受けた部局等において、端

数切捨ての整理をしようとする場合には、先ず受渡証書に基づく数量をもって



     

    

    

 

     

      

     

   

     

台帳に登録した後、「端数切捨」の用語で端数を切り捨て、端数は備考欄に整理

する。 

ニ  端数切捨ての整理をしてある財産の所管換等を受けた部局等においては、受

渡証書に基づく数量を台帳に登録し、端数は備考欄で整理する。 

なお、この場合、端数を登録する必要が生じたときは、「端数合算」により端

数を台帳に登録する。 

(4) 	芝生の取扱い 

芝生については、原則として台帳上整理を要さない。 

ただし、土地の購入に際し芝生を別に評価したとき、又は新たに芝生を植えた

とき等芝生の価格が明らかな場合には、当該土地の台帳の備考欄にその旨及び価

格を記載する。 

（注）工作物（土留、築庭、囲障等）の一部を構成している芝生については、当

該工作物の価格に含めて台帳に登録する。 

２ 立木竹 

(1) 	立木竹の取扱基準 


イ 樹木 


「樹木」とは、「庭木その他材積を基準として、その価格を算定し難いもの。

但し、苗圃にあるものを除く。」をいい、森林及び原野以外の種目に属する土地

に植栽し又は更新した庭木等とする。 

ただし、次の場合は、「立木」として取り扱う。 

① 	森林又は原野に生立するもののようにその集団を形成する等のため、

その本数の把握が著しく困難なもの 

② 	保安林又は防風林等伐採が禁止されているもので、「樹木」として管理

することが不適当なもの 

なお、民有地上に生立する国有の庭木等も、同様に取り扱うことに留意する

ものとする。 

（注） 「更新」とは、種子（人工下種及び天然下種をいう｡）又は伐採後の根

等から新たに樹木が生立することをいう。 

ロ 立木 

   「立木」とは、「材積を基準として、その価格を算定するもの」をいい、「樹

木」及び「竹」以外のものとする。 

ハ 竹 

「竹」とは、用材として束をもって、その価格を算定するものをいう。 

(2) 	立木竹の台帳登録の範囲 


台帳に登録する立木竹の範囲は、次のとおりとする。 


イ 樹木 


(ｲ) 	地上高 120 センチメートルの位置における直径が 10 センチメートルを超え

るもの又は一本当たりの見積価格（植込費等を含まない樹木そのものの価格

をいう。以下同じ。）が 1,000 円を超えるもの。 



   

     

      

          

   

       

(ﾛ) 演習林等の施設において集団的に栽培している果樹類又はこれらに準ずる

もの。 

(ﾊ) (ｲ)及び(ﾛ)以外のもので、造園等のため購入等により取得し、台帳に登録

することが適当と認められるもの。ただし、この場合、取得時は「樹木」と

しての取扱いは行わず、工作物の築庭、囲障等の各種目に一括して登録する

こととし、後に(ｲ)の基準に達した場合に、改めて「樹木」に種目変更するも

のとする。 

ロ 立木

(ｲ) 地上高 120 センチメートルの位置における直径が 10 センチメートルを超え

るもの。 

(ﾛ) 森林の造成等の目的のため植栽した幼令樹（ただし、苗圃にあるものを除

く。） 

ハ いわゆる竹

(ｲ) 上記(1)のハに規定する竹として取扱われるもの

(ﾛ) (ｲ)以外のもので造園等のため購入等により取得し台帳に登録することが適

当と認められるもの。ただし、この場合、「竹」としての取扱いは行わず、工

作物の築庭、囲障等の各種目に一括して登録するものとする。 

(3) 立木及び竹の材積等の算定

「立木」の材積及び「竹」の束の算定は、次の方法によるものとする。

イ 立木

(ｲ) 「立木」を台帳に登録する場合の材積の算定は、「立木」の樹種、樹令、密

度、数量等の林相及びこれらの調査の難易度に応じ、毎木調査、標準地調査

又はこれらを併用して行う調査のうち、昀も適当な方法によるものとする。 

（注）１. 毎木調査とは、立木を１本ごとに地上高 120 センチメートルの位置

における直径及び樹高を調査して別添７（国有財産立木幹材積表）に

より材積を求める方法をいう。 

２. 標準地調査とは、立木の生立地域を樹種、樹令、密度及び数量等の

林相に応じて数地域に区分し、それぞれの地域に適当な標準地（通常

100 平方メートル又は 1,000 平方メートル）を設け、その標準地内の

立木について毎木調査の方法により、その材積を算定し、これを基礎

として全地域の材積を算出する方法をいう。 

(ﾛ) (2)のロの(ﾛ)の幼令樹の材積は、幼令樹 100 本をもって１立方メートルの

割合で算定する。 

ロ 竹

「竹」の数量は束をもって算定するが、１束は１メートル縄締めの量とする。

１メートル縄締めの量とは長さ１メートルの縄をもって竹の根本から３節目と

４節目の中央部を束ねた場合の量であって、縄の締めしろは 10 センチメートル

とし、竹の結束した周囲は 90 センチメートルとする。 

(4) 立木竹の台帳整理

立木竹を新たに台帳に登録する場合及びその他の台帳整理を行う場合の整理方



     

      

 

      

     

法は、次のとおりとする。 

なお、従来台帳に登録されていないものについて、新たに登録するときは、「新

規登載」として整理する。 

イ 樹木 

(ｲ) 新たに幼令樹又は成熟樹を単独で購入し植栽したものは「新植」とし、購

入した土地に生立したもので土地と一体として購入したもの又は、PFI 事業

の用に供するため購入したもの（以下、購入に関する取扱いは同様。）につい

ては「購入」とする。 

なお、伐採、枯損及び倒木等のため台帳より除外する場合は「伐採」とし、

当該伐倒木は必要に応じ物品へ編入するものとする。 

(ﾛ) 台帳に登録する価格は、次のとおりとする。 

①	  (ｲ)の「新規登載」として整理する場合の価格は見積価格とする。また、

「新植」として整理する場合の価格は購入価格とし、区分することが可

能な運搬費や、植込費等の経費は含まない。ただし、これらの除外した

経費については、備考欄にその旨記入する。 

② 	購入に係る土地に生立している「樹木」で、土地と一体として購入し

た場合の価格、又は PFI 事業により購入した場合の価格（以下、購入し

た場合の価格に関する取扱いは同様。）は購入価格とする。ただし、土地

の購入価格と区分し難いものについては見積価格とする。 

③ 	なお、２の(2)のイの(ﾊ)の築庭、囲障等として一括して登録する場合

は、購入価格又は見積価格をもって登録することとし、この場合個々に

その樹種、 数量及び価格等を備考欄に記入する。 

ロ 立木 

(ｲ) 従来台帳に登録されていないもので新たに登録することとなるもの（(5)に

定める実地調査の結果、「実査」として整理する場合を除く。）、購入した土地

に生立しているもので土地と一体として購入したもの及び伐採、枯損、倒木

等のため台帳から除外するものの台帳整理は、「樹木」に準じて整理する。 

なお、森林の造成等の目的のために植栽した幼令樹が枯損し、これを補植

した場合には、台帳整理の必要はない。 

(ﾛ) 台帳に登録する価格は、次のとおりとする。 

① 「新規登載」として登録する価格は、見積価格とする。 

② 	２の（2）のロの(ﾛ)の幼令樹を植栽した場合及び購入した土地に既に

生立している立木を土地と一体として購入した場合の価格の取扱いにつ

いては、「樹木」に準ずる。 

ハ 	竹 


「樹木」に準ずる。 


(5) 立木竹の実地調査 

イ 	立木竹は、土地、建物等と異なり、その成長、更新等により常に数量に増減

を生じ、その都度台帳の整理を行うことは極めて困難であるので、その円滑な

整理を行うため、森林経営用財産を除き購入、所管換、売却等権利の得喪を生



     

 

じるときその他財産管理上必要と認めるときに実地調査を行い、その結果数量

に増減を生じたものについて台帳を整理することとする。 

ロ 実地調査の結果、数量に増減を生じたときは、「樹木」については「新規登

載」、「喪失」又は「伐採」等、「立木」及び「竹」については「実査」によりそ

れぞれ整理する。 

なお、数量の増減に伴い台帳価格が増減することとなるが、この場合、「新規

登載」として整理するものについては見積価格、その他のものは従来の登録価

格の単価にそれぞれの数量を乗じて算出した価格を台帳価格に加算又は減算す

る｡ 

(6) 台帳登録範囲等の特例 

イ 農林水産省所管の国有林野の管理経営に関する法律第２条第１項に定める国

有林野及び農地法（昭和 27 年法律第 229 号）第 45 条第１項又は農地法等の一

部を改正する法律（平成 21 年法律第 57 号）第 1 条の規定による改正前の農地

法第 78 条第 1 項の規定により管理する財産に関する立木竹の台帳登録の範囲及

び材積の算定等については、本通達に関わらず、同省が定める基準による。 

ロ 立木竹として(2)の台帳登録の範囲に定める基準に達しないため登録されてい

なかったものについて、売払い、譲与及び交換等のため特に台帳に登録する必

要が生じた場合には、これを登録することができるものとし、この場合の増減

事由用語は、「新規登載」、「売払」、「譲与」及び「交換」等とし、数量について

は、林野庁が定める立木幹材積によるものとし、また、価格については、国有

財産評価基準（平成 13 年３月 30 日付財理第 1317 号通達の別紙「国有財産評価

基準」）に定めるところによるものとする。 

ハ 	千島列島並びに外国為替及び外国貿易法における附属の島に関する命令（昭

和 25 年総理府･大蔵省･通商産業省令第 1 号)の規定により当分の間附属の島か

ら除かれる島に所在する立木竹については、この通達に基づく台帳の増減及び

種目変更等の整理はこれを要しない。 

３ 政府出資 

政府出資を新たに台帳に登録する場合その他の台帳整理を行う場合の整理方法は、

次のとおりとする。 

(1) 	株式 

イ 当該株式会社に対して財産の払込み又は給付により取得した場合は「出資」

とし、法令の規定により取得した場合は「出資」又は「帰属」とする。 

なお、株式会社の清算等により台帳から除外する場合は「出資金回収」とす

る。 

ロ 台帳に登録する価格は、次のとおりとする。 

(ｲ) 	イの「出資」又は「帰属」として整理する場合のうち、当該株式会社に対

して財産の払込み又は給付をした場合は、当該株式の発行に際して当該株式

一株と引換えに株式会社に対して払込み又は給付をした財産の額に株数を乗

じて算定した金額を増額欄に記載し、法令の規定により新たに取得した場合



は、当該株式会社の資本金及び資本準備金の額の合計額を発行済株式の総数

で除して得た額に株数を乗じて算定した金額を増額欄に記載する。 

(ﾛ) イの「出資金回収」として整理する場合は、直前の現在額に相当する価格

を減額欄に記載する。 

ハ 出資累計額欄に記載する価格は、次のとおりとする。 

(ｲ) イの「出資」又は「帰属」として整理する場合は、直前の出資累計額欄に

記載された金額（新規の場合は零円）にロの(ｲ)により増額欄に記載した金額

を加算するものとする。 

(ﾛ) イの「出資金回収」として整理する場合は、出資累計額欄に記載する価格

は零円とする。 

(ﾊ) 基準外国為替相場の変更、平価の変更又は外国為替相場の変動があった場

合は、直前の出資累計額欄に記載された金額に、増加又は減少した金額を加

算又は減算し、台帳の備考欄に「通貨調整に伴う増（減）」と記入する。 

なお、この場合の現在額の整理はこれを要しない。 

(2) 	出資による権利 

イ 政府出資法人（株式会社を除く。以下同じ。）に対して新たに出資をした場合

は「出資」とする。 

なお、政府出資法人の解散により台帳から除外する場合は「出資金回収」と

し、政府出資法人の権利義務が他の法人に承継され、当該他の法人に対して新

たに出資したものとみなされる場合は「出資」とする。 

ロ 台帳に登録する価格は、次のとおりとする。 

(ｲ) イの「出資」として整理する場合は、出資金額を増額欄に記載する。 

(ﾛ) イの「出資金回収」として整理する場合は、直前の現在額に相当する価格

を減額欄に記載する。 

(ﾊ) なお、法令の規定により政府出資法人の資本金の一部がなかったものとさ

れた場合は、なかったものとされた資本金の額（直前の現在額を限度とす

る。）を減額欄に記載する。 

ハ 出資累計額欄に記載する価格は、次のとおりとする。 

(ｲ) イの「出資」として整理する場合は、直前の出資累計額欄に記載された金

額（新規の場合は零円）にロの(ｲ)により増額欄に記載した金額を加算するも

のとする。 

(ﾛ) イの「出資金回収」として整理する場合においては、出資累計額欄に記載

する価格は零円とする。 

(ﾊ) 法令の規定により政府出資法人の資本金の一部がなかったものとされた場

合は、直前の出資累計額欄に記載された金額から、なかったものとされた資

本金の額を減算するものとする。 

(ﾆ) 基準外国為替相場の変更、平価の変更又は外国為替相場の変動があった場

合は、直前の出資累計額欄に記載された金額に、増加又は減少した金額を加

算又は減算し、台帳の備考欄に「通貨調整に伴う増（減）」と記入する。 

なお、この場合の現在額の整理はこれを要しない。 



 

   

ニ 政府出資法人の勘定の異動があった場合の台帳整理は、現在使用している台帳

は朱線を引いて締め切り、異動後の勘定ごとに別葉にして台帳を作成する。 

なお、それぞれの台帳の備考欄には「○○に伴う台帳分割（統合）」と記入す

る。 

第７ 特例処理 

本通達により処理することが適当でないと認められる場合には、理財局長と協議の

うえ処理することができるものとする。 



別添３別添１

建物図に記入する建面積及び延べ面積については、下記の算出基準によるものとする。



(4)　建物のひさし部分

は建面積又は延べ面積

には含まないものとする。











（注）⑩は、建物に附属する場合である。
　　　建物に該当するか否かについては、本文第１の６の(1)の規定により個別に
　　判断する必要があるが、例えば、屋根と柱のみで構成された車庫、自転車置場
　　等で、建物とは独立して設置されるものについては、工作物（雑工作物）と
　　して取り扱う。













 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

別添２ 

Ⅰ 次に掲げる特殊会社等の株式 

１ 日本たばこ産業株式会社 

２ 新関西国際空港株式会社 

３ 日本電信電話株式会社 

４ 中部国際空港株式会社 

５ 成田国際空港株式会社 

６ 東京地下鉄株式会社 

７ 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

８ 東日本高速道路株式会社 

９ 中日本高速道路株式会社 

10 西日本高速道路株式会社 

11 首都高速道路株式会社 

12 阪神高速道路株式会社 

13 本州四国連絡高速道路株式会社 

14 日本郵政株式会社 

15 日本アルコール産業株式会社 

16 株式会社商工組合中央金庫 

17 株式会社日本政策投資銀行 

18 株式会社日本政策金融公庫 

19 輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社 

20 株式会社産業革新投資機構 

21 株式会社国際協力銀行 

22 株式会社農林漁業成長産業化支援機構 

23 株式会社海外需要開拓支援機構 

24 株式会社民間資金等活用事業推進機構 

25 株式会社海外交通・都市開発事業支援機構 

26 阪神国際港湾株式会社 

27 株式会社海外通信・放送・郵便事業支援機構 

28 横浜川崎国際港湾株式会社 

29 株式会社日本貿易保険 

Ⅱ 次に掲げる国際機関の株式又は出資による権利 

１ 国際通貨基金 

２ 国際復興開発銀行 



  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

３ 国際金融公社 


４ 国際開発協会 


５ アジア開発銀行 


６ アフリカ開発基金 


７ 米州開発銀行 


８ アフリカ開発銀行 


９ 米州投資公社 


10 多数国間投資保証機関 


11 欧州復興開発銀行 


Ⅲ 次に掲げる清算法人の株式又は出資による権利 

１ 日本製鐵株式会社 

２ 帝国燃料興業株式会社 

３ 南方開発金庫 

４ 外資金庫 

Ⅳ 次に掲げる会社（外国会社を含む。）の株式 

１ 国際石油開発帝石株式会社 

２ 石油資源開発株式会社 

３ インペックス南西カスピ海石油株式会社 

４ サハリン石油ガス開発株式会社 

５ 出光クーロン石油開発株式会社 

６ オハネットオイルアンドガス株式会社 

７ ＪＸミャンマー石油開発株式会社 

８ 三井石油開発株式会社 

９ モエコタイランド株式会社 

10 株式会社ユニバースガスアンドオイル 

11 ＪＪＩ Ｓ＆Ｎ Ｂ．Ｖ． 



 

 

 

                       

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添３ 

増減事由用語の説明等 

（凡例） 

法・・・国有財産法 

令・・・国有財産法施行令 

細則・・国有財産法施行細則 

区  分 増 減 説  明  等

各区分に共通 購  入

寄  附

帰  属

消  滅

国が国以外の者との間における売買契約

により土地建物等の所有権を次のような理

由により取得した場合。 

１．国が直接国の事務事業の用に供する目的

をもって財産を購入したとき。 

２．提供財産の目的等をもって財産を購入し

たとき。 

国が国以外の者より、土地建物等の贈与

を受けたとき。 

１．一般社団法人及び一般財団法人に関する

法律（平成18年法律第48号）第2 39条第３

項（解散法人の残余財産）、民法第23 9条

第２項（無主の不動産）、同法第959条（相

続人の不存在財産）、その他取得時効の完

成、没収等によって国有となったとき。 

２．新住宅市街地開発法（昭和38年法律第

134号）等の規定により、従前の国の公共

施設の用に供されている土地に代えて新

たな公共施設の用に供する土地が国に帰

属したとき。 

３．都市再開発法（昭和44年法律第38号） の

規定に基づき都市再開発事業による施設

建築物（建物、工作物等）の一部が与えら

れたとき。 

４．独立行政法人通則法（平成11年法律第103

号）第46条の２第１項の規定に基づき、独

立行政法人から不要財産に係る国庫納付

が行われた場合に、当該法人の主務省庁に

おいて、当該財産を台帳に登録するとき。

１．細則別表第二の「摘要」欄（以下「摘要

欄」という。）中「国有財産が国以外の者

に帰属したとき」とは、都市再開発法の規

定により、建物、工作物及び立木竹が事業



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行者に帰属したとき、又は上記「帰属」

の項における２により新施設の土地が国

に帰属したことに伴う旧施設の国有の土

地が事業施行者に帰属したときをいう。 

２．摘要欄中「期間の到来等によって消滅し

たとき」とは、地上権等及び特許権等の期

間到来等により権利が消滅したときをい

う。 

租税物納 租税の収納官庁から物納財産を引き受け

たとき。 

租税物納 租税物納された財産について、収納官庁

取消・撤回 がその物納の許可を取消し又は物納撤回の

承認をしたとき。 

（何法）によ

り代物弁済 

国と国以外の者との間における国の債権

で、租税以外に法令の規定に基づき債権消滅

の原因として本来受けるべき給付に代って

受けた給付であって、それが国有財産に該当

するとき。 

なお、この場合台帳に登録される価格は、

弁済を受けた債権の額による。 

（何々）より 

引受 

財務省において、法第８条の規定により、

各省各庁から用途を廃止した財産を引き受

けたとき。 

財務省へ引継 各省各庁において、用途を廃止した財産

を法第８条の規定により財務省に引き継い

だとき。 

なお、この場合、各省各庁では、「用途廃

止」の手続を行うが、台帳は、「引継」とし

て減の整理を行う。 

引継取消 各省各庁から財務省に引き継いだ普通財

産について、取消理由の判明によりその引継

ぎを取り消したとき。 

引受取消 財務省において、各省各庁から引き受けた

普通財産について、取消理由の判明によりそ

の引受けを取り消したとき。 

（何々）より 

所管換 

（何々）へ 

所管換 

各省各庁の長の間において、国有財産の

所管を移したとき。 

なお、「所管換」については、次の点に留

意する。 

１．行政財産の用途を廃止して、法第８条 の

規定により財務省に引き継ぐ場合は、「財

務省へ引継」とする。 

２．財務省所管一般会計の普通財産を財務省

所管の行政財産とした場合は、法第６条に

定める「普通財産の管理及び処分の機関」

としての財務大臣から法第５条に定める

「行政財産の管理の機関」としての財務大

臣へ財産の管理を移すことになるので「所



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管換」として取り扱う。 

３．異なる会計間の所管換は原則として有償

として整理されるので、この場合、受財産

は有償所管換価額をもって台帳価格とす

る。 

４．令第22条の２の第１号に規定する公園、

広場以外の公共用財産（以下「公共物」と

いう。）を公共物以外の国有財産とし、又

は公共物以外の国有財産を公共物とした

場合においては、所管換又は所属替の手続

によってこれを行うが、台帳整理は、所管

換等でなく「公共物より編入」、「公共物

へ編入」とする。 

（何々）より 

所属替 

（何々）へ 

所属替 

同一所管内で、国有財産の所属を移したと

き。 

なお、異なる会計間の所属替については、

原則として有償として整理されるので、この

場合、受財産は有償所属替価額をもって台帳

価格とする。 

（何々）より 

整理替 

（何々）へ 

整理替 

１．二以上の口座に整理されていた財産を、

用途変更を伴わないで一口座に統合する

とき。 

２．例えば、本館と分館（飛地）とが一口座

に整理されていたものを二口座に分割す

るとき。 

なお、口座間の増減整理は、必ず同時に

行うものとする。 

（何々）より 

種別替 

（何々）へ 

種別替 

法第14条第２号及び第３号の規定により

国有財産の分類又は種類を変更したとき。 

なお、増減整理は、必ず同時に行うものと

する。 

（注）「種別替」として台帳を整理するの

は、各省各庁の同一部局内で、国有財

産の分類又は種類を変更する場合に

限られる。 

行政財産より 用途廃止 法第８条第１項但書きによる引継不要特

組替 別会計の財産及び引継不適当財産について、

用途廃止後各省各庁において普通財産とし

て台帳に登録するとき。 

なお、「用途廃止」及び「行政財産より組

替」の台帳整理は、必ず同時に行うものとす

る。 

（何口座）よ

り用途変更 

（何口座）へ 

用途変更 

法第14条第４号に該当する場合で、同一部

局内において所属口座の異動とともに用途

の変更が行われたとき。 

１．用途には、口座を設ける場合の庁舎、宿

舎、学校、病院等の用途と台帳の用途欄に

記入する庁舎敷地、運動場、本館、学生食



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

堂等の使用区分上の用途があるが、「用途

変更」とは前者の用途が変更したときをい

う。 

２．同一部局内の所属口座の異動であり、整

理替を除いたものである。したがって、庁

舎を宿舎に、庁舎敷地を宿舎敷地にする場

合は、「用途変更」となり、同一口座内の

庁舎を倉庫として内部改造を行わず使用

するときは、建物の使用目的の変更であ

り、「用途変更」とはならない。 

なお、口座間の増減整理は、必ず同時に

行うものとする。 

（注） 同一口座内における建物を、他の

用途に供するため、内部改造をした

ときは「種目変更」であり、そのま

まで使用するとき、例えば事務所を

倉庫として使用するときは、使用目

的の変更であり「種目変更」でも「用

途変更」でもない。 

（何々の） 

誤謬訂正 

（何々の） 

誤謬訂正 

既に台帳に登録し又は国有財産増減及び

現在額報告書（以下「報告書」という。）に

計上した数量又は価格について翌年度以降

において誤りを発見し訂正するとき。又は数

量、価格を訂正する場合において、他に適当

な増減事由用語がないとき。 

その場合、根拠となる増減事由用語を冠

記する。 

なお、「誤謬訂正」を台帳に登録するとき

は、訂正の対象となった年月日及び理由を

台帳の備考欄（以下「備考欄」という。）に

記入する。 

売払取消 売払いとして既に台帳から除外した財産

について、民法その他法令の規定に基づく取

消原因が成立したことにより、当事者一方の

意思表示によって売払いを取り消して、売払

いの相手方から財産の引渡しを受けて再び

台帳に登録するとき。 

売払解除 売払いとして既に台帳から除外した財産

について、民法上の解除原因（第5 41～5 43

条）若しくはその他の法令の規定による解除

原因又は契約をもって特約した解除原因が

成立し、その売払契約の解除をしたことに伴

い、売払いの相手方から財産の引渡しを受け

て再び台帳に登録するとき。 

売  払 国が国以外の者との間における売買契約

により国有財産を売払いしたとき。 

譲与取消 譲与として既に台帳から除外した財産に

ついて、民法その他の法令の規定に基づく



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取消原因が発生したことにより、当事者の

一方の意思表示により譲与を取り消して、

譲与の相手方から財産の引渡しを受けて、再

び台帳に登録したとき。 

譲与解除 譲与として既に台帳から除外した財産に

ついて、民法上の若しくはその他の法令の規

定による解除原因又は契約をもって特約し

た解除原因が発生し、その譲与を解除したこ

とに伴い、譲与の相手方から財産の引渡しを

受けて、再び台帳に登録したとき。 

譲  与 法令の規定に基づき、地方公共団体等に国

有財産を無償で譲与したとき。 

出  資 国が所有する土地、建物、工作物等を政府

出資法人等に対し、現物出資したとき。 

新規登載 １．旧内務省、旧陸軍省、旧海軍省及び旧軍

需省所管の財産について、財務省への引継

洩れを発見し、財務省所管一般会計普通財

産として台帳に登録するとき。 

２．摘要欄中「国有財産として国有財産台帳

に登録すべきものの登録洩れを発見した

場合」とは、明治７年地所名称区別により

官民有が明らかにされた際に国有地とし

て登録すべきものが登録洩れとなってい

ることを確認し、財務省所管一般会計普通

財産として台帳に登録するときをいう。 

３．その他、仮設物、有価証券、立木竹、特

許権等を国有財産に編入し、台帳に登録す

るとき。 

（何年度何々

の）報告洩 

（何年度何々

の）報告洩 

１．台帳に登録するとともに報告書に計上す

べきものの登録・計上洩れを翌年度以降に

おいて発見し、これを登録するとともに計

上しようとするとき。 

２．前年度以前において台帳に登録してある

が、報告書に計上洩れであったので、現年

度において報告書に計上しようとすると

き。 

なお、「報告洩」を台帳に登録するとき

は、登録すべきであった年月日及び理由を

備考欄に記入すること。 

返  還 「日本国とアメリカ合衆国との間の相互

防衛援助協定（昭和29年条約第６号）」に基

づいて供与を受けた艦船、航空機等を返還

し、又は裁判の確定によって返還するとき。

価格改定 価格改定 令第23条の規定により、国有財産の台帳価

格を改定したことに伴う台帳価格の増減を

整理するとき。 

なお、年度中の価格変動の履歴を残す必要

がある場合は、台帳の備考欄に記入するもの



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする。 

端数合算 端数切捨 数量の端数は、全額単位未満のもの及び

特に単位未満を存する必要があるものを除

き、原則として切り捨てられる。そのための

台帳整理は次のとおりである。 

１．財産の異動の結果、台帳の数量に端数が

生じた場合は、「端数切捨」によりこれを

切り捨てる。この切り捨てた端数は備考欄

に記載する。 

２．備考欄に整理された端数を合算すると、

単位数量以上となるときは、単位数量を

「端数合算」として本欄に計上する。 

３．財務省所管一般会計の普通財産を各省各

庁に所管換するときは、数量の端数を切り

捨てた後、行うものとする。 

土地、立木竹、 (何々 )より (何々 )へ 国有財産区分種目表（細則別表第１）に定

建物、工作物、 種目変更 種目変更 める種目を変更した場合であり、区分の変

機 械 器 具、 更も含む（本通達の記の第２の３の( 2)参

船舶、航空機、 照）。 

政府出資等 １．同一口座内で種目（又は区分）が変更さ

れたとき。 

２．転換社債が株式に転換されたことにより

株券に変更するとき、又は、出資法人の 改

組により出資による権利が株券等に変更

されたとき。 

なお、増減整理は、必ず同時に行うもの

とする。 

土地、立木竹、 交  換 交  換 法第27条等法令の規定により交換した場

建物、工作物 合である。行政財産については、用途廃止し

た後に普通財産として交換を行うものであ

るが、台帳の整理上は、行政財産の台帳にお

いて、「交換」として整理を行う。 

土地、立木竹、 信  託 信  託 １．国が国以外の者との間において、普通財

建物、工作物、 産である土地（土地の定着物を含む。）を

不動産の信託 信託したことに伴い、当該土地の所有権を

の受益権 信託の受託者に移転したとき。 

２．１に伴い、国が受益者として、不動産の

信託の受益権を取得したとき。 

なお、増は不動産の信託の受益権に、減は

土地、立木竹、建物及び工作物に使用するも

のとし、信託による増減の台帳整理は同時に

行う。 

信託取消 信託取消 １．信託により既に台帳から除外した財産に

ついて、信託契約に瑕疵があったことから

当該契約を取消し、相手方から財産の引渡

しを受けて、再び台帳に登録したとき。 

２．信託契約の取消しにより、不動産の信託

の受益権が消滅したとき。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、増は土地、立木竹、建物及び工作物

に、減は不動産の信託の受益権に使用するも

のとし、信託取消による増減の台帳整理は同

時に行う。 

信託終了 信託終了 １．信託期間の満了、信託の目的の達成等に

よる信託の終了によって、信託財産が国に

帰したとき。 

２．信託契約の終了により不動産の信託の受

益権が消滅したとき。 

なお、増は土地、立木竹、建物及び工作物

に、減は不動産の信託の受益権に使用するも

のとし、信託終了による増減の台帳整理は同

時に行う。 

土地、立木竹、 喪  失 陥没、流失、倒壊、沈没、焼失、盗伐等天

建物、工作物、 災、朽廃その他の事由により、物が物理的に

機 械 器 具、 全く滅失し、若しくはこれらに至らないまで

船舶、航空機、 も経済的、機能的にみてその効用・価値が実

地上権等、 質的に失われたと認められるに至り、又は、

政府出資等 権利その他の財産が法的に消滅し、若しくは

経済的にみて実質的にその価値が失われた

と認められるとき。ただし、台帳には喪失の

原因を冠記する。 

この場合その他の事由としては、国以外

の者からの取得時効が援用されたことによ

り所有権が消滅したとき等がある。 

土地、立木竹 収  用 国が土地収用法（昭和26年法律第2 19号）

等の規定に基づき、土地又は立木竹を収用し

たとき。 

収用補償追払 不服申立て、訴訟等の結果、収用補償の追

払いをしたとき。 

収用補償過払 収用補償の過払いを戻入したとき。 

土  地 埋  立 公有水面埋立法の規定により、国が土地

地  均

の所有権を取得したとき(本通達の記の第２

の３の(3)参照)。 

庁舎、宿舎等を新営するため、新たにその

敷地を造成したとき。ただし、従来から建物

の敷地等であったものに庁舎等を新営する

ときの簡易な整地は、これに該当しない。 

（何々法）に

よる換地 

国有地が土地改良事業（土地改良法（昭和

24年法律第195号））又は土地区画整理事業

（土地区画整理法（昭和29年法律第119号））

による換地計画により換地処分を受けたと

き。この場合の台帳価格は換地告示の日にお

ける時価とする。 

土地、立木竹、

建物、工作物 

（何々法）に

よる引渡 

１．土地改良事業又は土地区画整理事業に

よる換地計画により国有地が当該事業の

施行区域内に編入され、法律の規定によ

って引渡した場合。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．特別の法律により設立された法人に対

し、当該特別法の規定により国の事務事

業を当該法人が行うこととなった結果、

関連する国の有する権利及び義務を承継

したとき。 

土地、立木竹、 公共物より 公共物へ編入 公共物を公共物以外の国有財産としたと

建物、工作物、

船舶 

編入 き。（増） 

公共物以外の国有財産を公共物としたと

土地、建物、 実  測 実  測

き。（減） 

測量により数量に増減が生じたため、それ

工作物 を台帳に登録するとき。この場合、増減に伴

う価格を台帳価格により数量の増減に対す

る割合をもって算出し、必ず数量とともに登

録するものとする。 

土  地 （何々法）に

よる権利変換 

（何々法）に

よる権利変換 

都市再開発法第76条第１項及び第３項の

規定により、国有地が共有の所有権の目的に

なったとき。 

立 木 竹 新  植 庭木等立木竹を新たに植樹することを目

的とする契約により取得したとき。 

「購入」、「交換」等により土地、建物等

を一括して取得した場合は、「購入」、「交

換」等の用語をもって登録し、「新植」とは

ならないことに留意する。 

伐  採 立木竹を病虫害その他の被害等のため伐

採したとき。 

なお、「伐採」による台帳整理を行う場合、

行政財産については用途廃止したのち伐採

を行うものであるが、台帳整理上は「用途廃

止」としないで「伐採」として減の整理を行

う。 

移  植 移  植 移植によって口座間に異動があったとき。

なお、増減整理は、必ず同時に行うものと

する。 

実  査 実  査 数量（立木にあっては立方メートル、竹に

あっては束）測定の結果、数量の増減があっ

たとき。 

なお、価格の取扱いは、「実測」に準ずる。

建  物 新  築 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、新たな建物を建築したとき。 

増  築 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、既設の建物に建て増しをしたとき。 

改  築 改  築 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、既設の建物を取りこわし、主としてその

材料を使用し、元の位置に再築したとき。 

１．摘要欄中「主としてその材料を使用し」

とは、当該建物の古材の数量をおおむね

１／２以上使用したときである。 

２．改築により増となる価格は、使用した古



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材の評価価格に改築費を加算したもので

ある。ただし、取りこわし費は除く。 

３．改築のため解体した建物（減）及び新た

に改築された建物（増）の台帳整理は、必

ず同時に行うものとする。 

移  築 移  築 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、建物を取りこわし、主としてその材料を

使用し、異なる位置に建築したとき。 

１．新たな建物を「異なる位置に建築する」

ことを除き、その取扱いは「改築」と同様

である。 

２．所管換、所属替、種別替、用途変更及び

整理替とともに移築をする場合には、ま

ず、所管換等により台帳を整理した後、「移

築」による整理を行うものとする。 

なお、「改築」に準ずる。 

建物、工作物、 取こわし 老朽その他の原因等により、国の事務、事

機 械 器 具、 業の用に供しなくなった財産を取りこわし、

船舶、航空機 その古材を物品に編入し又は廃棄したとき。

なお、「取こわし」による台帳整理を行う

場合、行政財産については用途廃止した の

ち取りこわしを行うものであるが、台帳 整

理上は「用途廃止」としないで「取こわし」

として減の整理を行う。 

修  繕 建物等の減耗を回復するにとどまらず、

更に改良を加え財産価値又は耐用年数を増

加させる工事を行ったとき。なお、単なる減

耗回復のための工事については、台帳整理は

建物、工作物、 模 様 替 模 様 替 

行わない(本通達の記の第２の３の (1)参

照)。 

建物等の主要構造を変更することなく、財

機 械 器 具、 産を効率的に使用するため、改良工事を行っ

船舶 たとき（本通達の記の第２の３の(1)参照）。

なお、「建物等の主要構造を変更すること

なく改良したとき」とは必ずしも財産の価値

増加を意味するものではなく、国有財産を効

率的に使用するため、壁、柱、床、間仕切等

の変更工事又は中二階の建設工事等が行わ

れたときである。したがって、建物の「模様

替」により延面積に増減が生ずることはある

が、建面積に増減は生じない。 

建面積の増減を伴う工事は、「増築」又は

「改築」として整理する。 

復  旧 建物等が天災、火災等により使用に耐えな

くなり、台帳から除外したその財産を再び使

用できるよう復旧したとき。なお、上記の台

帳からの除外は、「喪失」として整理するこ

とに留意する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物、工作物、 移  転 移  転 財産の原形を維持したままその位置を変

機械器具 更し、口座間に異動があったとき。この場合、

台帳の数量及び価格は変更しない。 

なお、この増減整理は、必ず同時に行うも

のとする。 

建  物 従物新設 建物の本体に付属するもので、建物の財産

価値に影響を及ぼす従物（工作物として整理

されるものを除く。以下同じ。）を新設した

とき。 

なお、建物の従物を新たに設置した場合に

は、その価格を「従物新設」増として価格の

みを台帳に記載した上建物価格に合算し、備

考欄に従物名を記載する。 

従物増設 建物の本体に付属するもので、建物の財産

価値に影響を及ぼす従物を増設したとき。 

従物移設 従物移設 建物の本体に付属するもので、建物の財産

価値に影響を及ぼす従物を取りこわし、主と

してその材料を使用し、異なる位置に従物を

設置したとき。 

この増減整理は、必ず同時に行うものとす

る。 

従物改設 従物改設 建物の本体に付属するもので、建物の財産

価値に影響を及ぼす従物を取りこわし、主と

してその材料を使用し、元の位置に従物を設

置したとき。 

この増減整理は、必ず同時に行うものとす

る。 

従物取こわし 建物の本体に付属するもので、建物の財産

価値に影響を及ぼす従物を取り除いたとき。

建物、工作物 土地区画整理 土地区画整理法第93条の規定による立体

による換地 換地により建物及び工作物を取得したとき。

現物賠償 債務不履行等に基づく相手方の原状回復

義務等の履行によって財産を取得したとき。

工 作 物 新  設 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、新たな工作物を設置したとき。 

増  設 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、既設の工作物に増設をしたとき。 

移  設 移  設 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、工作物を取りこわし、主としてその材料

を使用し、異なる位置に工作物を設置したと

き。 

１．所管換、所属替、種別替、用途変更及び

整理替とともに移設する場合には、先ず

所管換等により台帳を整理した後、「移

設」により整理するものとする。 

２．この他、建物の「移築」に準じて取り扱

うものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改  設 改  設 国が直接に又は国以外の者との契約によ

り、工作物を取りこわし、主としてその材料

を使用し、元の位置に工作物を設置したと

き。 

なお、建物の「改築」に準じて取り扱うも

のとする。 

機 械 器 具 （何法）によ

り交換 

法附則第４条により財務省所管一般会計

の普通財産として管理されている機械器具

について、国有財産特別措置法（昭和27年法

律第2 19号）第９条の規定に基づいて交換し

たとき。 

なお、受財産は物品として整理される。 

物品へ編入 法附則第４条の機械器具を各省各庁にお

いて所管換を受け、その財産を各省各庁が物

品に編入したとき。 

なお、「物品へ編入」の手続は、「所管換」

として台帳整理をした後、直ちに行うものと

する。 

船舶、航空機 新  造 国が国以外の者との契約により、新たに船

舶又は航空機を新造したとき。 

改  造 改  造 船舶又は航空機の改造を行った場合で、台

帳整理は価格のみについて行う。 

ただし、船舶で数量（トン数）の増減があ

るものについては、「改測」として整理する。

なお、「改築」に準ずる。 

属具取付 属具を新たに（又は追加して）取り付けた

とき。 

属具移設 属具移設 属具を他の船舶（航空機）へ移設したと

き。 

この増減整理は、同一区分内の異動で必

ず同時に行うものとする。 

属具改設 属具改設 属具を改設したとき。 

この増減整理は、必ず同時に行うものとす

る。 

属具取こわし 属具を取りはずしたとき。「属具移設」又

は「属具改設」に伴う場合を除く。 

船  舶 改  測 改  測 船舶の「改造」、「模様替」等により「ト

ン数」に変更を生じたとき。 

「改測」による増減整理は、旧「トン数」

を減、新「トン数」を増とし、必ず同時に行

うものとする。 

地上権等 設  定 １．地上権、地役権等の権利を設定し取得し

たとき。 

２．都市再開発法第88条第１項の規定に基づ

く都市再開発事業により施設建築物の一

部が与えられたことに伴い地上権を取得

したとき。 

特許権等 登  録 国において、新たに特許権、商標権、実用



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

新案権、意匠権及び育成者権等の設定の登録

をしたとき。 

創  作 国において、新たに著作物（著作物とは、

著作権法（昭和45年法律第48号）第２条第１

項第１号に規定するものであって、同法第10

条第１項各号に例示されているものをい

政府出資等 出  資

う。） を創作したとき。 

国が財産を出資したことにより、株式又は

出資による権利を取得したとき。 

出資金回収 出資金回収 １．国の所有している株式又は出資による権

利を、会社法第5 04条の規定による清算に

伴う残余財産の分配、その他の理由によ

り、極めて例外的に有価証券をもって回収

することがあった場合において、これを台

帳に登録するとき（増）。 

２．１により有価証券又は金銭等をもって回

収したことに伴い台帳から除外するとき

出資金回収 

（減）。 

国が所有している株式又は出資による権

不能 利を、会社法第5 04条の規定による清算に伴

う残余財産の分配その他の理由により、回収

することが不能となったとき。 

資本金減少 国が所有している株式及び出資による権

利に係る法人が法令の規定により資本金を

減少したとき。 

株式分割 国が所有している株式について、会社法第

183条の規定により株式分割が行われたと

き。この場合、台帳には数量（増）の整理の

みを行う。 

株式無償割当 国が所有している株式について、会社法第

て 185条の規定により株式無償割当てが行われ

たとき。この場合、台帳には数量（増）の整

理のみ行う。 

再 交 付 国が所有している有価証券等が盗難、紛失

又は焼失等のため、一定の手続を経て発行会

社から再交付されたとき。 

株式併合 国の所有している株式について、会社法

第18 0条の規定により株式併合が行われたと

き。この場合、台帳には数量（減）の整理の

み行う。 



   

  
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 

 

  

 

 

 

   

 
 

 

   

   

 

 

  

   

  
 

 
 

  

  

  

  

  

 

別添４（口座名等の記載様式） 

１．図面上の記載様式 

（土地図） 

口座名 
索 引 

番 号 

図 面 

番 号 

所 在 
図面の 

名 称 縮  尺

区 分 方法 実測面積

測 
使用の 

機 器 

面積測定

の 方 法

種 目 

量 

誤差の 

限 度 

調 製 

年月日 

年月日 

実施者 

調 

製 

者 

官職又は

資  格

氏 名 

（おおむね 10cm×5cm） 

（建物図） 

口座名 
索 引 

番 号 

図 面 

番 号 

所 在 
図面の 

名 称 
縮  尺

建 物 建 物 調 製 

番 号 名 称 年月日 

建面積 
延べ面

積 調 
官職又は

資  格

構 造 者 

製 

氏 名 

（おおむね 10cm×4cm） 

（案内図、配置図） 

口座名 
索 引 

番 号 

図 

番 

面 

号 

所 在 
図面の 

名 称 
縮  尺

調 製 官職又は資格 氏  名

年月日 
調製者

（おおむね 10cm×3cm） 

注１ 「索引番号」は、国有財産台帳の索引番号と一致したものとする。 

２ 「調製者」とは、図面を実際に調製した者をいい、資格とは、国以外の者が図面を

調製した場合、その者の資格（例何々測量株式会社、測量士等）をいう。 

３ 本通達の記の第３の１の(9)のただし書により案内図を、土地図又は配置図の余白

に記入した場合は、適宜併記することができる。 

４ 本通達の記の第３の６により図面を修正したときは、修正年月日及び修正者の官職

又は資格並びに氏名を様式により定められた事項の下に連記する。 



 

 

   

    

    

 

２．袋表面の記載様式 

口座名 索引番号

図面番号 図面の名称 図面番号 図面の名称



   

 

     

 

                         

                                 

 

 

  

 
  

 
  

  
  

  
  

  
  

  

 

 

  
 

      

 
      

 
      

 
      

 
      

      

 

別添５ 

○ ○ 財 産 受 渡 証 書 

受渡 令和  年  月 日

渡 ○○省所管国有財産部局長 


   ○○局長 氏 名 印 


受 ○○省所管国有財産部局長 


○○局長 氏 名 印 


次のとおり、国有財産の受渡を了した。 

区 分 渡 受 

所 管 名 

会 計 名 

分 類 

種 類 

用 途 

増減事由用語 

所 在

区 分 数量単位 数 量 価 格 有償価格 備 考 

計 

（日本産業規格Ａ４） 



  

  

   

   

  

  

  

  

  

  

記載要領 

１ 所管名、会計名、分類及び種類は、国有財産法令に定めるところによる。 

２ 用途は、渡し部局においては従前の用途を、受ける部局においては財産異動の目的      

を記載する。記載方法は、「庁舎敷地」、「宿舎（省庁別・合同の別）」等とする。 

３ 増減事由用語は、細則別表第２による。 

増減事由用語に冠記する所管名（特別会計にあっては会計名も）及び部局名につい

ては、例えば○○省（○○財務局○○事務所）より（へ）所管換というように財産受

渡しの当該部局名を記載する。 

なお、道路、河川等の公共物との財産異動については、実質的には所管換又は所属      

替等であるが、受渡証書表題と異なり、「公共物より（へ）編入」の用語を記載する。 

４ 所在、区分、数量単位、数量及び価格は、渡し部局の台帳による。ただし、公共物

より編入する場合は、受ける部局の台帳に登録すべきものによる。 

なお、所在が二以上ある場合には、主たるもの「○○県○○市○○町○○番地外」

と記載する。 

５ 区分中、立木竹及び船舶については、種目を（ ）書で記載する。 

６ 建物の数量は、建面積及び延べ面積を記載する。 

７ 有償価格は、異なる会計間の財産の異動の場合に限り記載する。 

８ 受渡数量が、実測未済のものである場合は、この旨を備考欄に記載する。 

９ 異動する財産の口座又は各区分の種目等（地番及び棟を含む。以下同じ。）が二以

上ある場合には、別表内訳明細表を添付する。



 

    

 

 

 

  
 

 
 

 

   

  
     

     

    

       
 

 

   

  

 
 

  
 

  

  
 

 
 

  

      
 

         
 

          

       

     

      

      

       

   

     

       

       

       

     

    

       

     

      

        

      

       

    

       

      

       

     

      

         

       

         

別 表（記載例）

内訳

区 分 種 目
構造又は 

名  称
数 量 価  格

有  償

価  格
備 考 

(所在) ○○県○○市○○町○○番地

土 地 敷 地 123-4 番地
㎡ 

346 

円 

865,314 

円 端数 ㎡ 

0.55 

〃 234-5 番地 251 615,075 0.89 

(小 計) ②597 1,480,389 1.44 

立木竹 樹 木
本 

13 
16,120 

㎡ 端数 ㎡ 

建 物 事務所建 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 322 1,210,544 0.77 

RC-3 階建 /981 /0.66 

倉 庫 建 木造平屋建 
75 

/ 75 
114,305 

0.43 

/0.43 

(小 計) 
⑥397

/1056
1,324,859 

1.20 

/1.09 

工作物 囲 障 生 垣 
ｍ 

25 
27,825 

水 道 給 水 設 備
個 

1
42,321 

下 水 排 水 設 備 1 98,003 

照明装置 電 灯 設 備 1 33,912 

雑工作物 避 雷 針 1 8,576 

(小 計) 210,637 

計 3,032,005 

① 

⑤ 

(所在) ××県××市××町××番地 

土 地 敷 地 

④ ㎡

178

円 

633,858 

端数 ㎡ 

0.65 

立木竹 樹 木 

本

5 7,255 

建 物 住 宅 建 木造平屋建 

㎡ 

84 

/ 84 

129,780 

端数 ㎡ 

0.85 

/0.85 

〃 〃 81 

/ 81 

101,979 0.32 

/0.32 

（小 計） 

⑧165

/165 231,759 

1.17 

/1.17 

工作物 門 木 造 門 柱

個

1 60,412 

囲  障 木 造 板 塀

ｍ

30 31,076 

諸  標 境 界 標 

個

1 3,513 

（小 計） 95,001 

計 967,873 

合 計 3,999,878 

③ 

⑦



 

         

 

    

 

  

     

 

 

   

 

（注）１ 端数整理（土地、建物等）については､「備考」欄で行うものとする。

２ １口座（土地）で端数を加えると整数になる場合①には、その整数を「数量」

欄の数量②に加え、本表の｢数量｣欄に、端数については、｢備考｣欄に記載する。

３ 口座が二以上ある場合には、端数を加えたもの（①の端数＋③）が整数になっ

ても、「数量」欄の数量（②＋④＋①の整数）に加えないで、そのままの数量を

本表の「備考」欄に記載する。

４ 建物については､端数を加えたもの（⑤又は⑤＋⑦）が整数になっても、「数

量」欄の数量（⑥又は⑥＋⑧）に加えないで、そのままの数量を本表の｢備考｣欄

に記載する。

５ 各区分で種目等が二以上ある場合には、各区分ごとに「（小計）」を口座毎に

「計」を記載する。

なお、口座が二以上ある場合には、口座計を合算した「合計」を記載する。



 

  

  

    

   

   

   

   

         

      

        

     

        

        

         

        

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

  

別添６ 

国有財産目録記入方法等 

Ⅰ 目録の様式は別紙とする。 

Ⅱ 記入方法 

１ 区 分 立木竹、建物、工作物とする。 

２ 種目、細分、屋内屋外の別、構造（樹種） 

別表１による。細分、屋内屋外の別は、工作物の場合にのみ記入する。 


３ 用途細目、型式等、数量 


立木竹；用途細目は植栽、型式等は樹種、数量は本とする。 


ただし築庭、囲障に一括できるものは工作物に記載する。 

建 物；別表２による。 

工作物；別表３による。建物付属工作物は建物ごとに区分する。 

（注）建物及び工作物の用途細目及び型式等について、別表２及び３により難い場

合は適宜記入することができる。 

４ 価 格 予定価格内訳明細書の記載金額に落札率を乗じた金額とし各用途細目ご 

とに記入する。 

ただし請負代金内訳書を徴している場合には、その記載金額によること 

ができる。 

建物の従物（固定された備品及び敷物等）については、その価格を建物

価格に合算する。 

５ 記 事 財産の増減の事由を記入する。 

増減事由；用語は次による。 

立木竹；新植、移植等 

建 物；新築、増築、改築、移築、取こわし、修繕、模様替、移転等 

工作物；新設、増設、改設、移設、取こわし、修繕、模様替、移転等建

物に付属して設けられた照明装置、冷暖房装置、通風装置、消

火装置、通信装置、昇降機、原動装置の工作物については、そ

の建物名を記入する。 

６ その他 別表４により外書きとする。 

別 紙

国有財産目録 

所在地 

区分 種目 細分 

屋内

屋外

の別 

構造 

（樹種）

用途 

細目 
型式等 数量 価格 

着工年月日

完成年月日
記事 

円

（注）細分、屋内屋外の別は、工作物の場合にのみ記入する。 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ4 とする。 



 

 

 

 

 

   

   

    

   

   

別 表 １ 

１ 立木竹 

種目 樹種 

樹 木 
天然用薪材林 

スギ人工林 

ヒノキ人工林 

カラマツ・アカマツ・クロマツ人工林 

雑木林 

立 木 

竹 

スギ人工林 

ヒノキ人工林 

カラマツ・アカマツ・クロマツ人工林 

雑木林 

（注）種目については、一般には樹木とする。 

２ 建 物 

種目 構造 

事務所建 木造 

木骨モルタル造 

鉄骨造（軽量鉄骨造以外のもの） 

鉄骨造（軽量鉄骨造） 

鉄骨鉄筋コンクリート造 

鉄筋コンクリート造 

ブロック造 

煉瓦造 

石造 

その他（内容を記載する。） 

住宅建 

工場建 

倉庫建 

雑屋建 

３ 工作物 

種目 細分 屋内屋外の別 構造 

門 木 門 屋 外 木造 

石 門 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

屋 外 施 設 屋 外 土造

金属造 

その他（内容を記載する。） 

囲 障 さ く 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

土造 

金属造 

木造 

へ い 屋 外

垣 屋 外 



   

     

   

 

 

 

 

   

 

   

   

   

   

 

   

 

 

 

   

生 垣 屋 外 その他（内容を記載する。） 

水 道 屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

屋 外 施 設 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

下 水 溝きょ（鋳鉄管） 屋内又は屋外 金属造 

溝きょ（鋼管） 屋内又は屋外 

溝 き ょ 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

石造 

その他（内容を記載する。） 

埋下水（鋳鉄管） 屋内又は屋外 金属造 

埋下水（鋼管） 屋内又は屋外 

埋 下 水 屋内又は屋外 コンクリート造 

石造 

その他（内容を記載する。） 

築 庭 築 山 屋 外 その他（内容を記載する。） 

置 石 屋 外

泉 水 屋 外

池 井 貯 水 池 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

石造 

土造 
ろ 水 池 屋 外

井 戸 屋 外 

屋 外 施 設 屋 外 その他（内容を記載する。） 

鋪 床 石 敷 屋内又は屋外 舗装道路 

れ ん 瓦 敷 屋内又は屋外 

コンクリート敷 屋内又は屋外 

木 塊 敷 屋内又は屋外 

アスファルト敷 屋内又は屋外 

屋 内 施 設 屋 内



   

   

   

   

   

   

   

  

 

    

   

    

   

   

   

    

   

屋 外 施 設 屋 外

照明装置 電 燈 屋 内 建物付属設備 

電 燈 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

ガ ス 燈 屋 内 建物付属設備 

ガ ス 燈 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

弧 光 燈 屋 内 建物付属設備 

弧 光 燈 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

冷暖房装置 冷 房 装 置 屋内又は屋外 建物付属設備 

暖 房 装 置 屋内又は屋外 

ガス装置 屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

屋 外 施 設 屋 外

浄化装置 浄 化 装 置 屋 内 建物付属設備 

浄 化 装 置 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

水 洗 装 置 屋 内 建物付属設備 

水 洗 装 置 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

通風装置 屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

屋 外 施 設 屋 外



    

   

  

 

     

   

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

     

   

     

消火装置 屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

屋 外 施 設 屋 外 建物付属設備 

コンクリート造 

石造 

金属造 

その他（内容を記載する。） 

通信装置 私 設 電 話 屋内又は屋外 建物付属設備 

電 鈴 屋内又は屋外 

煙 突 屋 内 施 設 屋 内 鉄筋コンクリート造 

煉瓦造 

金属造屋 外 施 設 屋 外

貯 槽 水 槽 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

金属造 

木造 

その他（内容を記載する。） 

油 槽 屋内又は屋外 

ガ ス 槽 屋内又は屋外 

橋 梁 さ ん 橋 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

石造 

金属造 

木造 

陸 橋 屋 外 鉄筋コンクリート造 

金属造 

木造 

浮 さ ん 橋

（鉄板 10 ㎜以上） 

屋 外 金属造 

浮 さ ん 橋

（鉄板 10 ㎜未満） 

屋 外 

浮 さ ん 橋

（コンクリート造）

屋 外 コンクリート造 

土 留 石 垣 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

金属造 

木造 

さ く 屋内又は屋外 

射 場 屋 内 施 設 屋 内 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

金属造 

木造 

屋 外 施 設 屋 外

岸 壁 屋 外 施 設 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 



    

 

 

  

 

 

 

   

 

 

 

 

   

 

 

 

   

    

   

    

   

石造 

金属造 

木造 

トンネル 屋 外 施 設 屋 外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造

煉瓦造

石造

金属造

木造

軌 道 軌 道 屋内又は屋外 鉄道及び軌道用施設 

軽 便 軌 道 屋内又は屋外 

電信線路 電信架空裸線 屋内又は屋外 金属造 

電信架空ケーブル 屋内又は屋外 

電 信 地 下 線 屋内又は屋外 

電 信 水 底 線 屋内又は屋外 

屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

電話線路 電 話 架 空 線 屋内又は屋外 金属造 

電話架空ケーブル 屋内又は屋外 

電 話 地 下 線 屋内又は屋外 

電 話 水 底 線 屋内又は屋外 

屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

電力線路 電 力 架 空 線 屋内又は屋外 金属造 

電 力 地 下 線 屋内又は屋外 

電 車 架 空 線 屋内又は屋外 

屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

気送管路 屋 内 施 設 屋 内 金属造 

その他（内容を記載する。） 

屋 外 施 設 屋 外

空気供給管路 屋 内 施 設 屋 内 金属造 

その他（内容を記載する。） 

屋 外 施 設 屋 外



    

   

   

   

     

   

   

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

無線電信柱 屋 外 施 設 屋 外 鉄筋コンクリート造 

金属造 

木造 

燈 台 燈 台 屋 外 鉄筋コンクリート造 

金属造 

木造燈 船 屋 外

屋 外 施 設 屋 外 その他（内容を記載する。） 

望 楼 屋 外 施 設 屋 外 鉄筋コンクリート造 

金属造 

木造 

その他（内容を記載する。） 

昇降機 屋 内 施 設 屋 内 建物付属設備 

金属造 

屋 外 施 設 屋 外

ドック ド ッ ク 屋 外 鉄筋コンクリート造 

石造 

浮 き ド ッ ク 屋 外 金属造 

木造 

竃及びろ 鎔 鉱 ろ 屋内又は屋外 土造 

反 射 ろ 屋内又は屋外 

結 晶 ろ 屋内又は屋外 

真 鍮 ろ 屋内又は屋外 

諸作業装置 起 重 機 屋内又は屋外 金属造 

発 電 装 置 屋内又は屋外

変 圧 装 置 屋内又は屋外

電 動 装 置 屋内又は屋外

除 じ ん 装 置 屋内又は屋外

発 動 装 置 屋内又は屋外

気 罐 屋内又は屋外

ガス発生装置 屋内又は屋外

変 流 装 置 屋内又は屋外

蓄 電 装 置 屋内又は屋外



 

 

 

 

   

 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シャフチング 屋内又は屋外

噴 霧 装 置 屋内又は屋外

製 塩 装 置 屋内又は屋外

諸 標 浮 標 屋内又は屋外 金属造 

その他（内容を記載する。） 

立 標 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

石造 

木造 

信 号 標 識 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

石造 

金属造 

木造 

その他（内容を記載する。） 

雑工作物 物 干 屋内又は屋外 金属造 

木造 

掲 示 場 屋内又は屋外 金属造 

縁 石 屋内又は屋外 コンクリート造 

換 気 塔 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

煉瓦造 

金属造 

避 雷 針 屋内又は屋外 建物付属設備 

鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

土造 

金属造 

木造 

その他（内容を記載する。） 

衛生器具設備 屋内又は屋外 

厨房器具設備 屋内又は屋外 

特 殊 管 路 屋内又は屋外 

設備用トレンチ 屋内又は屋外 コンクリート造 

焼 却 炉 設 備 屋内又は屋外 鉄筋コンクリート造 

煉瓦造 

金属造 

井 戸 屋 形 屋内又は屋外 建物付属設備 

鉄筋コンクリート造 

コンクリート造 

煉瓦造 

石造 

土造 

金属造 

石 炭 置 場 屋内又は屋外 

馬 繋 場 屋内又は屋外 

灰 捨 場 屋内又は屋外 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

船 架 屋内又は屋外 

そ の 他 屋内又は屋外 建物付属設備 

鉄筋コンクリート造 

コンクリート造

煉瓦造

石造

土造

金属造

木造

その他（内容を記載する。）



 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    

 

  

  

 

 

 

別 表 ２ 

種 目 用途細目 型式等 数 量 備 考 

事務所建 庁 舎

学 校

病 院

研 究 所

研 修 所

会 議 所 

講 堂 

図 書 館 

体 育 館 

実 験 所 

観 測 所 

送 信 所 

屋根の種類（陸屋

根の場合は省略す

る。）及び階数と

する。 

階数は 

地下○階 

地上○階 

塔屋○階 

建面積

延面積

庇面積

㎡

㎡

㎡

面積の計算は小

数点以下２位ま

でとし、３位以

下は切り捨て

る。 

住 宅 建 宿 舎 

合 宿 所 

工 場 建 実 習 所 

車 検  所 

印 刷 所 

工 作 所 

作 業 所 

倉 庫 建 倉  庫

書 庫

資 材 庫 

器 材 庫 

物 品 庫 

雑 屋 建 上記の種目

に属しない

もので 

食 堂

厨 房

受 変 電 所

車 庫 

自転車置場 

渡 廊 下 

守 衛 所 

小 使 室 

便 所 

方向探知所 

（注）建物に該当するか否かについては、本文第１の６の(1)の規定により個別に判断す

る必要があるが、例えば、屋根と柱のみで構成された車庫、自転車置場等で、建物と

は独立して設置されるものについては、工作物（雑工作物）として取り扱う。 



 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 表 ３ 

種 目 用途細目 型式等 数 量 備 考

門 正 門

西 門

鋼  製 個 

個 

囲  障 さ く

へ い

生 垣

ガードレール

鋼  製 ｍ 

ｍ 

ｍ 

ｍ 

高さ○ｍ 小数点２

位までとし３位以

下は切り捨てる。 

水  道 給 水 設 備

給 湯 設 備

水 道 直 結 式

高 置 水 槽 式

加 圧 給 水 方 式

局 部 式

中 央 式

個 

個 

個 

個 

個 

１ 記事欄に主要材

質名を記入する。

２ 記事欄に水槽容

量を記入する。 

３ 上水、中水、井

水の種別を記入

する。 

ガス貯湯式湯沸器、

ガス瞬間湯沸器又

は温水ボイラーの

場合とする。 

ボイラーの熱源に

より間接的に貯湯

槽の水を温め給湯

するものとする。 

下  水 屋内排水設備

屋外排水設備

開 き ょ

鋼 管

硬質塩化ビニール管 

遠心力鉄筋コンクリート管

鉄筋コンクリート管 

硬質塩化ビニール管 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

１ 型式等欄に主要

材質名を記入す

る。 

２ 雑排水、汚水排

水の排水管、ため

ます及び排水ポ

ンプを含む。

雑排水、汚水排水の

地中埋設の排水管

及びためますを含

む。 

築  庭 花 壇

築 山

個 

個 

池  井 池 

井 戸

貯 水 池

さ く 井

沈 殿 法

ろ 過 法

個 

個 

個 

個 

１ 専用水道による

貯水施設に相当

するものとする。

２ 記事欄に主要材

質名を記入する。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

舗  床 舗 装

砂 利 敷

石 敷

コンクリート舗装

アスファルト舗装

ブ ロ ッ ク 系 舗 装

個 

個 

個 

個 

個 

○㎡

照明装置 電 灯 設 備 個 電灯、非常用照明、

誘導灯、コンセン

ト、スイッチなどと

その配管及び配線

を含む。

冷暖房装置 冷 暖 房 設 備 

冷 室 設 備

蒸 気 暖 房

温 水 暖 房

温 風 暖 房

冷 房

空 気 調 和

個 

個 

個 

個 

個 

個 

１ 設計時に将来の

冷房を考慮して

あるものは空気

調和として扱う。

２ 装置を構成する

ボイラー、ポンプ

などすべてを含

む。 

３ 記事欄に主要材

質名を記入する。

ガス装置 ガ ス 設 備 都 市 ガ ス

液 化 石 油 ガ ス

個 

個 

浄化装置 浄 化 槽 設 備 現 場 施 工 型

ユ ニ ッ ト 型

個 

個 

記事欄に容量を記

入する。 

通風装置 換 気 設 備

排 煙 設 備

ダ ク ト

換 気 扇

個 

個 

個 

消火装置 消 火 設 備 屋 内 消 火 栓

泡 消 火

ス プ リ ン ク ラ ー

簡 易 自 動 消 火

水 噴 霧

不 活 性 ガ ス 消 火

粉 末 消 火

屋 外 消 火 栓

連 結 送 水

連 結 散 水

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

装置、屋内配管を含

む。 

種別を記入する。 

屋外配管を含む。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

通信装置 構内情報通信網設備

構内交換設備

電気時計設備

情報表示設備

拡 声 設 備

誘導支援設備

火災報知設備

監視カメラ設備 

防犯・入退室管理設備

中央監視制御設備

駐車場管制設備 

テレビ共聴設備

テレビ電波障害

防除設備

映像・音響設備

同時通訳設備

共 電 式 ○ 回 線

自 動 式 ○ 回 線

Ｐ 型 ○ 級 受 信 機

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

関連機器、架台、配

管、配線等を含む。

電話機に至る配管

及び配線を含む。 

自動式にボタン式

を含む。 

配管、配線を含む。

電気時計拡声装置

を含む。 

表示用、呼出用、連

絡用の表示器及び

ベル、ブザーとその

配管、配線を含む。

音声誘導設備、イン

ターホン設備、トイ

レ等呼出設備など

とその配管、配線を

含む。

自動火災報知設

備、消防機関へ通報

する設備。

非常警報設備、防火

戸、防火ダンパーの

自動閉鎖装置など

の機器とその配管、

配線を含む。

関連機器、架台、配

管、配線等を含む。

〃

〃

〃

共同聴視用アンテ

ナなどとその 配管、

配線を含む。

関連機器、架台、配

管、配線等を含む。

配管、配線を含む。

煙  突  鉄 製 個 独立の煙突以外は

建物に含む。 



    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

  

  

貯 槽 高 置 水 槽 鉄 製

樹 脂 製

個 

個 

１ 建物より離れて

存在する場合と

し、配管及び付属

品は屋内、屋外と

も給水設備に含

む。

２ 記事欄に容量を

受 水 槽 鋼 製 個 

記入する。

１ 建物より離れて

樹 脂 製 個 存在する場合と

し、配管及び付属

品は屋内、屋外と

も給水設備に含

む。

２ 記事欄に容量を

貯 油 槽 地 下 式 個 

記入する。

１ ボイラ、自家発

地 上 式 個 等がある場合は

それに含む。単独

工事の場合とす

る。

２ 記事欄に容量及

び主要材質名を

記入する。

土  留 よ う 壁  個

石 垣 個 

土 塁 個 

電信線路 構内電信線路 地 中 線 路 亘長  ｍ 電気時計、表示電

架 空 線 路

延長

亘長

 ｍ

 ｍ

鈴、火災報知などの

構内通信線路とす

延長  ｍ る。

電話線路 構内電話線路 地 中 線 路 亘長  ｍ 電話、拡声、インタ

架 空 線 路

延長

亘長

 ｍ

 ｍ

ーホンなどの構内

電話線路とする。

延長  ｍ

電力線路 構内配電線路 地 中 線 路 亘長  ｍ 電燈動力、電力など

架 空 線 路

延長

亘長

 ｍ

 ｍ

の構内配電線路及

び外燈設備とする。

延長  ｍ

気送管路 気 送 管 設 備 アルミニウム合金製 ｍ 

空気供給管路 空気供給設備 鋼 管 ｍ 車庫等のタイヤ 空

気装置の配管 設備

とする。

無線電信柱 鉄 塔 個 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昇 降 機 エレベータ設備 

小荷物専用昇降機設備

エスカレータ設備

乗 用

人 荷 用

非 常 用

エレベータ監視盤

個 

個 

個 

個 

個 

個 

諸作業装置 動 力 設 備

受 変 電 設 備

自家発電設備

太陽光発電設備 

電 熱 設 備

電力貯蔵設備

自動制御設備

雨水利用設備

排水再利用設備 

ボイラー設備

給 汽 設 備

真空掃除機設備 

ゴ ン ド ラ

コ ン ベ ア

容 量 Ｋ Ｖ Ａ

容 量 Ｋ Ｖ Ａ

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

制御盤及び配管、配

線を含む。

機器及び配管、配線

を含む。

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

ボイラ室が独立し

てあるときを対象

とする。

屋外排管は冷暖房

設備に含む。

冷暖房給湯以外の

目的に蒸気を使用

するものとする。

除じんを主たる目

的とする場合を対

象とし、冷暖房装置

における空気ろ過

器などは含まない。

諸  標 敷地境界石標

構 内 標 識

庁 名 札

花 こ う 岩

コンクリートブロック

個 

個 

個 

個 

案内板、誘導標識な

どを含む。

屋外に独立してあ

るものとする。

雑工作物 物 干

掲 示 板

縁 石

換 気 塔

掲 揚 塔

木 製

鋼 製

鋼 製

ス テ ン レ ス 製

コンクリートブロック

コ ン ク リ ー ト

鉄筋コンクリート

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

屋外に独立してあ

るものとする。

屋外に独立してあ

るものとする。

基礎を含む。



  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避 雷 設 備

衛生器具設備

厨房器具設備

特 殊 管 路

設備用トレンチ

焼 却 炉 設 備

屋 上 緑 化

機械式駐車場設備

機械式駐車場設備基礎

屋外自走式駐車場

駐 輪 場

車 寄 せ 庇

車 止 め

地 流 し

文 書 箱

屋外消火器ボックス

防 潮 板

陶 製

海 水

自 然 式

補 助 燃 料 式

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

個 

型式等欄に主要材

質名を記入する。

器具のみとする。

海水その他特殊流

体を取扱う管路等

とする。

記事欄に主要材質

名を記入する。

○㎡

○㎡

建物と離れている

場合に記入する。

別 表 ４ 

区分 価格 記事 

調  査

整  地

盛  土

撤  去

建物移転 

芝  張

樹木移植 

樹木伐採 

伐  根

歩道切開 

砂 利 敷 

負 担 金 

等 

工事費を記入する。 工事内容を記入する。 

築庭を除く。 



                      

      
 

      

      

              

   

 

                                         

   

   

 

  

   

   

    

    

     

     

      

      

       

          

        

          

           

            

            

           

               

               

                   

                              

                              

                               

                              

                              

                               

                               

                              

                              

                               

                                   

                                  

                                  

                                   

                                   

                        

 

     

  

  

   

    

      

                                         

  

                  

   

      

              

                     

                                

  

 

      

            

 

 

   

       

               

     
 

別添７ 

国  有 財 産 立 木　幹 材 積　表
樹高 

直径 

m 

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

10 ㎝ 0.018 0.021 0.024 0.029 0.033 0.038 0.042 0.047 0.051 0.056 0.060 0.065 0.069 0.074 0.080 0.083 0.085 0.090 0.095 0.105 0.110 

12 0.024 0.029 0.033 0.040 0.046 0.053 0.060 0.067 0.073 0.079 0.084 0.090 0.095 0.100 0.105 0.113 0.120 0.125 0.130 0.140 0.145 

14 0.032 0.038 0.044 0.052 0.060 0.070 0.080 0.089 0.097 0.106 0.114 0.119 0.124 0.132 0.140 0.150 0.160 0.170 0.180 0.190 0.200 

16 0.041 0.050 0.058 0.068 0.078 0.089 0.100 0.112 0.124 0.133 0.142 0.150 0.158 0.175 0.183 0.194 0.205 0.220 0.235 0.245 0.255 

18 0.062 0.072 0.084 0.096 0.111 0.125 0.139 0.152 0.163 0.174 0.184 0.194 0.212 0.230 0.243 0.255 0.275 0.290 0.305 0.315 

20 0.078 0.090 0.104 0.117 0.134 0.150 0.167 0.184 0.196 0.208 0.222 0.236 0.258 0.280 0.295 0.310 0.330 0.350 0.365 0.380 

22 0.090 0.104 0.122 0.140 0.158 0.175 0.197 0.218 0.232 0.246 0.264 0.282 0.306 0.330 0.348 0.365 0.390 0.415 0.420 0.425 

24 0.105 0.123 0.144 0.164 0.183 0.202 0.228 0.254 0.270 0.286 0.311 0.336 0.363 0.390 0.410 0.430 0.460 0.485 0.510 0.530 

26 0.142 0.166 0.180 0.211 0.232 0.263 0.293 0.313 0.332 0.361 0.390 0.420 0.450 0.475 0.500 0.530 0.560 0.590 0.620 

28 0.163 0.190 0.216 0.240 0.264 0.299 0.334 0.360 0.386 0.417 0.448 0.484 0.515 0.543 0.570 0.605 0.640 0.675 0.710 

30 0.184 0.214 0.244 0.272 0.300 0.339 0.378 0.408 0.438 0.474 0.510 0.548 0.585 0.618 0.650 0.690 0.725 0.765 0.800 

32 0.240 0.272 0.305 0.338 0.362 0.426 0.458 0.490 0.531 0.571 0.613 0.655 0.680 0.725 0.770 0.815 0.860 0.900 

34 0.280 0.304 0.342 0.379 0.427 0.474 0.510 0.546 0.591 0.635 0.683 0.730 0.770 0.810 0.860 0.910 0.955 1.000 

36 0.338 0.379 0.420 0.472 0.524 0.566 0.608 0.655 0.702 0.756 0.810 0.855 0.900 0.955 1.005 1.055 1.100 

38 0.374 0.419 0.464 0.520 0.576 0.624 0.672 0.723 0.774 0.832 0.890 0.945 1.000 1.055 1.105 1.160 1.210 

40 0.414 0.462 0.510 0.571 0.632 0.686 0.740 0.795 0.850 0.913 0.975 1.035 1.095 1.155 1.210 1.265 1.320 

42 0.510 0.560 0.625 0.690 0.750 0.810 0.870 0.930 0.995 1.060 1.125 1.190 1.255 1.315 1.380 1.440 

44 0.560 0.610 0.679 0.748 0.814 0.880 0.948 1.015 1.085 1.155 1.228 1.300 1.365 1.430 1.495 1.560 

46 0.665 0.738 0.810 0.883 0.955 1.029 1.102 1.176 1.250 1.328 1.405 1.480 1.555 1.630 1.700 

48 0.722 0.797 0.872 0.954 1.035 1.116 1.196 1.271 1.345 1.433 1.520 1.605 1.685 1.765 1.845 

50 0.938 1.031 1.124 1.212 1.300 1.371 1.445 1.545 1.645 1.730 1.815 1.897 1.980 

52 1.555 1.653 1.750 1.840 1.930 2.030 2.125 

54 1.665 1.763 1.860 1.955 2.050 2.165 2.275 

56 1.765 1.870 1.975 2.075 2.175 2.300 2.420 

58 1.875 1.988 2.100 2.210 2.315 2.445 2.570 

60 1.990 2.108 2.225 2.340 2.455 2.590 2.725 

62 2.115 2.238 2.360 2.485 2.610 2.750 2.890 

64 2.235 2.368 2.500 2.640 2.775 2.915 3.055 

66 2.375 2.513 2.650 2.790 2.930 3.080 3.225 

68 2.515 2.665 2.815 2.960 3.100 3.205 3.310 

70 2.670 2.828 2.985 3.130 3.275 3.430 3.585 

72 3.160 3.310 3.460 3.620 3.780

74 3.350 3.495 3.640 3.810 3.980 

76 3.535 3.690 3.840 4.010 4.175 

78 3.730 3.880 4.025 4.200 4.370

80 3.940 4.080 4.215 4.395 4.575

備考 1 直径は地上高 120 センチメートルの位置における数字を示す。 ⑶ 上記の直径 80.9 センチメートル又は樹高 24.5 メートルをこえる場合及び上記の表に該当する 

2 材積のとり方 材積が記載されていない場合の幹材積は次の算式によって求める。

⑴ 直径 10～10 .9 センチメートルまでは 10 センチメートルの欄

11～12 .9 〃 12 〃
Ｖ  d 

4 
2

π
f h 

13～14. 9 〃   14 〃 Ｖ＝幹材積 ｆ＝係数 π＝円周率 ｈ＝樹高 ｄ＝直径

以下直径 80.9 センチメートルまで同様とする。 係数は 樹高５メートル 0.514

⑵ 樹高のメートル未満は四捨五入とする。 〃 ６メートル～1 0 メートル 0.416

〃 11 〃 ～15 〃 0.404

〃 16 〃 ～  20 〃  0.396 

〃 21 〃  以 上  0.381
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